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３.４ 情報通信・エレクトロニクス 

ナノテク・材料は、IoT（Internet of Things）、ビッグデータ時代に代表される今後の

スマート情報社会、革新的環境エネルギー社会、世界最高水準の医療・福祉社会を支え

る共通基盤技術と位置づけられる。これからのエレクトロニクスデバイスは、将来の様々

なアプリケーションを睨みながら、さらなる高性能化・高機能化とともに、従来よりも

桁違いの超低消費電力化が強く求められ、世界的に競争が激化している分野である。 
現状の CMOS デバイスは、微細化の物理的限界、特性ばらつきの増大、素子の消費電

力増大などが見え始めており、この限界を突破する方策の一つは、ナノ CMOS とスピン

デバイス、フォトニックデバイス、MEMS/NEMS、バイオセンサ（デバイス）、パワーデ

バイスなどを組み合わせて融合した、ハイブリッドナノデバイスの実現である。そこで

は異種機能三次元集積化技術が鍵となる。 
それとともに、新しいアプリケーションやサービスを生み出す革新的なナノエレクト

ロニクス基盤を創成するためには、基本デバイスの改善だけのアプローチでは限界があ

り、集積回路レベルからシステムレベルへのアプローチが重要となる。さらに、従来の

材料にはない新しい機能の活用も考える必要がある。例えば、既存のバルク材料とは異

なる物性の表面・界面を有するグラフェンやトポロジカル絶縁体のような二次元機能性

原子薄膜などの新材料の特性を活用し、飛躍的な消費電力削減と超高速化を可能にする

イノベーティブなデバイス創製などが期待される。 
以上の観点から、今後のナノエレクトロニクスの研究開発には、システムを見据えた、

技術レイヤー間の融合が不可欠になると予測される。ナノ CMOS 融合技術は、将来の

IoT 社会の実現に不可欠な超高速・超高性能のコンピュータ技術の開発に資するととも

に、MEMS/NEMS、無線デバイス、有機エレクトロニクス素子、マイクロエネルギーデ

バイスなどとの融合を経て、トリリオンセンサー時代の基盤となるナノセンサーネット

ワークの実現につながると期待される。また、パワーデバイスと各種エレクトロニクス

の融合で、将来の低炭素社会実現の鍵となるスーパースマートグリッドの実現へとつな

がっていく。 
  



研究開発の俯瞰報告書 

ナノテクノロジー・材料分野（2015年） 

 
 

 
CRDS-FY2015-FR-05 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

249 

研
究
開
発
領
域 

３.４.１ 超低消費電力ナノエレクトロニクス 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 
従来よりも桁違いの超低消費電力を可能とするナノエレクトロニクスデバイスを実現

し、集積回路への適用を目指す。新材料の特性を理論的・実験的に確認し、システム最

適設計によるデバイス試作で超低消費電力動作、超高速動作、超大容量、超長期保存な

どの優位性を確認するなどの研究開発が課題である。また、飛躍的な消費電力削減と超

高速演算を可能にする、従来の CMOS を超える新動作原理のデバイスや新回路アーキテ

クチャなどのデバイスレベルからシステムレベルにまたがる研究開発課題が存在する。 
 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 
［背景と意義］ 

エネルギーとして大きな割合を占めるようになっている電気エネルギーについては、

電気機器の低消費電力化技術の開発による、さらなるエネルギー消費の低減が求められ

ている。その中でも各分野において使用量が増加している情報通信機器の省エネルギー

化はモーターや照明器具の高効率化とともに重要であり、エレクトロニクスデバイスの

低消費電力化が強く求められている。 
情報通信機器の心臓部に当たるのがマイクロプロセッサー、メモリ、高周波回路など

の集積回路であるが、これらは市場の要求から高性能化・高機能化・高集積化が進めら

れており、現在のトランジスタ（MOSFET）の微細化限界を超える新しい動作原理と省

低消費電力化を同時に進めるためには、トランジスタの材料・構造、基本的な論理回路、

メモリ回路などに対して革新的な技術を開発し、導入していく必要がある。例えば、電

力の供給を切っても記憶した情報が消えない不揮発メモリや不揮発ロジック、光通信デ

バイスの小型・集積化、使っていない回路ブロックのきめ細かな電力供給制御、動作電

圧の低い新原理のトランジスタ、人間の脳の動作に近い（エネルギー消費の少ない）新

規デバイスや量子情報処理など新規アーキテクチャなどの検討が必要である。これらの

技術が実現できれば、オフィスにおけるパソコンやサーバーの未使用時の機器停止と瞬

時起動、データセンター等における大幅な電力削減、家庭における家電の待機電力削減、

携帯機器の長時間使用など、消費電力化と利便性の向上とにつながる。 
また、消費電力を抑えながら高度な情報処理が可能になれば、従来の計算機では事実

上解くことが不可能であった問題を解くことで、様々な分野における科学技術の発展を

支えることが期待される。特に、量子力学に関わる物理・化学・バイオなどの一般的に

多くの計算量を必要とする問題へのアプローチが期待される。さらには、我が国の産業

競争力の源泉となってきた半導体集積エレクトロニクス産業の国際的な競争力回復につ

ながることも期待される。 
国際半導体技術ロードマップ（ITRS）で示されている基本素子（トランジスタ）とし

ての３次元構造デバイスは、ロジック分野ではインテルや TSMC が、メモリ分野では東

芝やサムソンがその研究開発を加速している。 
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［これまでの取組み］ 

・ロジック素子 
米国では NRI(ナノエレクトロニクス研究イニシアチブ）が中心になって研究開発を推

進している。従来は NRI 主導で４つの地域の大学で、トンネルデバイス、スピンデバイ

ス、グラフェンなどのテーマに対して集中的な研究を行っていたが、2013 年に刷新され、

3 つの NRI 研究センター（CNFD、INDEX、SWAN）と 3 つの STARnet（Semiconductor 
Technology Advanced Research network）研究センター（FAME、 C-SPIN、 LEAST）
になった。この STARnet が米国 DARPA と協力して運営されることは注目される。これ

らの研究センターでは、エネルギー効率の高い原理としてナノ磁性のスイッチング素子、

サブスレッショールドスロープの急峻な素子として III-V のトンネルトランジスタ

（TFET）を超えるデバイスなどを研究開発していく。また、新デバイスのコンセプトは

新たな材料が基盤となるとしている。 
 

・不揮発性メモリ 
日本における主な研究開発プロジェクトとしては、2010 年経済産業省でスタートして

2011 年に NEDO に移管された「低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト

（LEAP）」があり、LSI の配線層に集積を可能とする磁性変化デバイス、相変化デバイ

ス、原子移動型スイッチの開発が進められている。また、最先端研究開発支援プログラ

ム（FIRST）の「省エネルギー・スピントロニクス論理集積回路の研究開発」（2010-2013）
において、スピントロニクス素子を用いた待機時電力ゼロのロジック混載用不揮発性メ

モリ実用化技術の開発が進められてきた。 
 

・カーボン材料 
新たなトランジスタチャネル材料の有力候補として考えられているカーボンナノチュ

ーブやグラフェンなどについては、Si-CMOS をベースとする従来からの集積・微細化技

術開発の中に組み込まれる形で NEDO の MIRAI プロジェクトにおけるナノシリコンイ

ンテグレーション（NSI）や JST CREST の次世代エレクトロニクスデバイスなどで取

り組みがなされてきた。また、2013 年より科研費新学術領域「原子層科学」、2014 年よ

り「π造形科学：電子と構造のダイナミズム制御による新機能創出」が開始された。さ

らに 2013 年度からは JST で「素材・デバイス・システム融合による革新的ナノエレク

トロニクスの創成」と題する CREST とさきがけが、2014 年度には、「二次元機能性原

子・分子薄膜の創製と利用に資する基盤技術の創出」と題する CREST が開始され、ナ

ノエレクトロニクス・材料関係の国家プロジェクトが少しずつ整ってきた。しかし、こ

れらのプロジェクトは、その予算規模からいっても要素技術の基礎検討と一部デバイス

試作による技術実証に留まっており、他の材料とは異なる物性を活かしつつ産業的なイ

ンテグレーションを見据えた研究開発にどうつなげていくかが今後の課題である。 
一方、IBM は「C（カーボン）の生態系を構築する」との理念を掲げ、情報処理デバイ

スを含む様々なアプリケーションを提案し、一部は実際に試作まで行っている。世界中

をキャラバンして参画者を（資金的面も含めて）募っている。サムソンは、Graphene 
spintronics を対象とした研究部署を設立している。米国 SRC/NRI はグラフェンとスピ
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ントロニクスをともに次世代ロジックデバイスの主要技術と見なしてロードマップを提

案している。 
 

・スピントロニクス 
理論から応用研究まで、多くの先駆的研究が日本から生まれてきた分野であるが、大

型国プロやメジャー企業の大型投資により、急速に海外での研究が活発化してきている。

米国では、スピン利用の情報処理（メモリ、ロジック、コンピューティング）に対し、

DARPA, NRI, NSF などの予算がついている。また、様々なスピン利用ロジックデバイ

スがアーキテクチャを含めて提案・検討されている。日本では、科研費特定領域研究「ス

ピン流」（2007~2010）の中で関連する基礎研究が行われた他、FIRST の「省エネルギ

ー・スピントロニクス論理集積回路の研究開発」の中で MTJ（magnetic tunnel junction）
を用いた不揮発性ロジックの検討が行われた。 

 
・脳型演算回路 

超低消費電力を目指すナノエレクトロニクスの新たなアーキテクチャの研究開発の一

つである脳型演算回路においては、脳型動作をする固体素子および脳型回路を実現する

アーキテクチャに関する基礎研究で日本もトップ集団にいるが、応用では遅れを取って

いる。米国では国家プロジェクトを既に始動させており、それらを融合して脳型コンピ

ュータを開発しようとしている。 
 

・量子情報関係 
複数の量子ビットを組み合わせた回路で、数ビット規模の量子演算が実現している。

目下の課題は、このような回路で量子誤り訂正アルゴリズムを実現し、最終的に誤り耐

性をもつ演算回路を実現することである。それに向けたアーキテクチャの研究が進めら

れている一方で、これらの量子状態制御技術の進展を他の量子系の制御・観測に応用す

る研究も進んできている。国内では、量子情報科学におけるまとまった研究支援が 2003
年から JST の CREST・さきがけ、2008 年から FIRST を通じて行われてきており、国

内の多くの研究チームが参加している。また、新学術領域研究「量子サイバネティクス」

も 2008 年から 5 年間の計画で実施されてきたが、2014 年 3 月を持って終了した。 
 

［今後必要となる取組み］ 

・ロジック用デバイス 
トランジスタの高移動度チャネル材料として化合物半導体やナノカーボン材料（グラ

フェン、カーボンナノチューブ）などの実用化を目指した研究開発も進めていく必要が

あり、さらには電源電圧を大幅に減らすことができる急峻なサブスレッショルド特性（S
値<60mV/dec）を実現するトンネル・トランジスタの研究開発にも材料の視点を加える

ことが重要である。さらに、ロジック素子の低消費電力化と低発熱化は今まで以上に重

要になるため、発熱をいかに抑制するかも鍵になる。将来の集積回路における熱の問題

を解決するためには、熱に関するナノレベルの理解に基づいて、熱エネルギーの効率的

な制御や利用技術を創成するフォノンエンジニアリングの研究開発に取り組む必要があ 
る。 
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・メモリデバイス 
DRAM や NAND フラッシュメモリの微細化限界が迫っていることもあり、抵抗変化

型メモリ（ReRAM）、相変化メモリ（PRAM）など不揮発メモリの研究開発を加速して

いく必要がある。また、従来の視点にはなかった、デジタルデータを 100 年、1000 年単

位で安全に保存できる、超長期保存メモリデバイスの研究開発も必要になろう。このメ

モリの候補としては、MONOS、ReRAM、CNT を使った RAM、現在の Flash メモリの

改造などが候補に挙がっている。 
 

・カーボン材料 
大面積化や結晶性・層数・配向等の制御など集積化を前提とした工学的なアプローチ

で、産・学の連携が必要になる。具体例としては、グラフェン関係では、原子レベルでの

ナノ構造制御（欠陥導入、グラフェンナノリボン（GNR）のエッジ制御など）、化学吸着

による物性変化、プロセス誘起ダメージの回避、グラフェン内電子伝導挙動の解析、散

乱の制御などが必要であり、また、デバイス構造にするためのプロセスインテグレーシ

ョンの研究開発も進めていく必要がある。さらに広い意味での二次元機能性原子薄膜で

あるトポロジカル絶縁体の電子デバイスへの応用研究も今後進めていく必要があろう。 
 

・スピントロニクス 
基盤技術となるスピントロニクスデバイス技術、集積プロセス技術、回路技術の確立

や、不揮発性ロジックなどの待機電力ゼロを実現する高度エネルギーマネージメント技

術の確立も必要になる。また、現在、主流の電流注入による磁化反転（スピン注入磁化

反転）では、書き込み（磁化反転）に大きな電力、エネルギーを消費するため、低消費電

力動作のためには電圧駆動（電界）による磁化反転（スイッチング）技術の研究開発も

期待される。 
 

・脳型演算回路 
個々の要素技術の開発（その基本的な理解を含む）、その動作を実現し得る固体素子の

開発、およびその特徴を活かした回路アーキテクチャの構築が必要である。材料・デバ

イス・回路関係者に加え、数学者、脳科学者などとの連携も重要になってくる。 
 

・量子情報 
デコヒーレンス要因の理解とコヒーレンスの改善、より堅固な人工量子系の探索、量

子制御のための周辺エレクトロニクスの開発、人工量子系を用いた大規模量子演算回路

へ向けたアーキテクチャの最適化、有用な量子アルゴリズムの開発、様々な量子系との

融合などが必要である。量子シミュレーションなどへの中期的な出口戦略も求められて

いる。実験と理論の両面から協力して研究を進めることが必須である。 
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（３）科学技術的・政策的課題 
今後の超低消費電力ナノエレクトロニクスの目指すべき方向は、従来の考え方の延長・

延命ではなく、システムレベルから新たな枠組み・方式を構築することにあると考えら

れ、日本でも、レイヤー（アーキテクチャ、回路、デバイス、材料）間の垣根を取り払っ

た研究プロジェクトの実現は必須である。特に、新型メモリと新型トランジスタの両方

を（３次元で）混載し、両方の特徴を生かしたアーキテクチャの実現が必要であり、シ

ステム（回路）の専門家とデバイスの専門家の協調が不可欠である。例えば、産業界に

よる大規模メモリの実現と長期信頼性試験、大学（公的研究機関）によるメモリ機構の

研究と長期信頼性モデルの構築、産業界と大学（公的研究機関）の共同開発による新材

料探索（系統的・網羅的な材料探索は産業界、メモリ機構の深い理解に基づく従来の延

長線では考えにくい新材料の提案・実証は大学）などが必要になる。ロジックについて

も同様な枠組みでの研究が必要である。また、可能な限り早い段階から産学連携の体制

を構築し、小規模集積回路レベルで萌芽研究から推進することで、研究開発の正しい方

向の選択、実用化への効率的な技術移転を目指していくことが望ましい。 
デバイス試作のファウンドリ機能の強化が望まれ、このファウンドリ機能を基軸にし

た産学連携の仕組みについてもさらに強化していく必要がある。また、デバイス作製に

関する共用設備では新規な材料やデバイスの作製が容易にできるような体制・仕組みづ

くりが重要である。特にナノデバイス研究の場合、微細加工プロセスのためのクリーン

ルームの維持や高度な装置の運転・保守が重要であり、高度な能力と経験を持った技術

者の存在が必要である。 
半導体エレクトロニクス分野において日本の産業界には厚い技術・人材蓄積があるが、

その蓄積は急速に散逸し失われつつあるため、これを回避し人材や設備等を有効活用す

る仕組みが必要である。つくばの TIA-nano の研究環境はその先導事例として期待され

るが、個別ファンディングの縦割り的な運用にならないよう注意する必要がある。また、

このような産業界の人材が集まっている中で、大学の学生が加わることは人材育成の視

点で大変重要であり、大学からの学生の長期派遣の仕組みづくりを行う必要がある。 
まだ萌芽的段階にある量子計算を実用化するためには、産学官で研究交流・人材交流

を密に行い協同していくことが重要である。大学では特に基本原理実証や基礎物理の追

究を行うとともに、若い人材を育て研究分野に供給すること、国の研究機関ではじっく

り腰を据えてより発展的な研究ができる環境を研究者に提供すること、産業界ではこれ

までに蓄積されてきた技術的ノウハウ（特に材料技術、回路製造技術など）を新たな研

究に有用に活かすことが期待される。また、長期的な視点を持って短中期の目標を説得

力のある形で作成し、確実に研究を発展させていくようなプロジェクトの提案を行うと

ともに、優秀な研究者の国際的な循環に食い込めるような研究拠点を国内にも確立する

ことが期待される。 
 

（４）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 
［新たな技術動向］ 

上述の米国 NRI では、今後探求すべき研究テーマとして、①「磁化の向き」とは異な

る状態変数（スピン状態、光の状態、電子の位相状態など）、②新しい物理に基づく省エ
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ネロジック（スピン波、光波、音波など）、③古典的なものと量子の境に位置するような

計算（量子状態の僅かな重なりを古典的計算に取り入れたものなど）、④ブール代数とは

異なる計算（有用なデータ変換を高エネルギー効率・高性能に行うダイナミックなシス

テム：アクセラレータ的）、などを検討している。 
しかしながら、基本素子だけでのアプローチには限界があり、集積回路レベルからの

回路ネットワークの革新と情報アルゴリズムの革新の融合による新しいアプローチも今

後必要となる。実際、萌芽的レベルながらこの種の研究も世界中で行われ始めている。

また、「Memory on Logic」は世界的な動向になりつつある。ロジックとメモリのデバイ

ス・システムレベルでの協調設計（デバイスの性能や信頼性にまで配慮した設計）が重

要になる。 
・ロジック関係では発熱・消費電力を十分に抑える必要があるため、ナノワイヤトラン

ジスタや FinFET などの 3 次元構造トランジスタの開発とともに、TFET （Tunneling 
FET、トンネル・トランジスタ）などの急峻なサブスレッショルド特性を持つデバイ

スの開発が引き続き盛んに行われている。 
・スピントロニクス関係では、強磁性体から Si へのスピン注入、スピン蓄積、及びスピ

ン伝導が室温で確認されつつある。強磁性体から Si に高効率にスピン注入するために

必要な界面構造・材料・バンドギャップエンジニアリングが具体化してきた。また、

スピン注入源となる高スピン分極率の材料（ハーフメタル）が、CMOS プロセスと親

和性のある製法を含めて実用化検討が進められている。 
・ナノカーボン関係では、グラフェンに制御された欠陥を導入することで磁化が発現す

ることが理論・シミュレーションにより示されている。単原子 (C)欠陥、線状欠陥

（zigzag edge）が有効であることが示され、高密度磁気記録媒体への応用などが提案

されている。また、Samsung は韓国内の多数の大学と連携し、大学側からの発表の形

態でグラフェンや CNT の集積的な機能実証についての報告を始めている。グラフェ

ンの大面積合成と転写による大面積の透明導電膜（2010 年の Nature）等の例のよう

に、大面積化や大面積のロールベースでの転写プロセスなどのプロセス課題を含む取

り組みで、ナノカーボン材料デバイスインテグレーションを意識している。 
・脳型演算回路関係では、シナプスに対する医学・生理学的理解の深耕と、抵抗変化型

メモリや相変化型メモリの登場が上手くマッチしていることから、人間の脳情報処理

に習った密結合型の３次元ネットワークを有する高密度メモリ技術とその集積プロセ

ス技術、高効率な情報処理アルゴリズムとそれを具現化する回路技術などの研究開発

が盛んになってきている。人間の脳では、「記憶」と「忘却」を繰り返すことで重要な

情報のみ「経験」として蓄積し、新たな判断に利用しているが、この「記憶」と「忘

却」を自律的に行う固体素子の動作も、最近、国内で実証された。スピントロニクス

素子を用いたシナプス動作の研究なども進みつつあり、脳の情報処理の本質をまねた

コンピュータの開発も視野に入れつつある。 
最近では IBM が人間の脳のように同時並行的に情報処理するコンピュータチップを

開発して注目されている。これは「ニューロシナプティック・コンピューティング・チ

ップ」と呼ばれ、高度なアルゴリズムとシリコン電子回路を使用している。このチッ

プが実用化すれば、多くの画像や音声から特定の顔や声を識別したり、膨大な情報（ビ
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ッグデータ）から目的の情報を精度良く見つけたりする機能を、ロボットや自動車、

家電などに組み込むことが可能になる。 
・量子情報関係では、超伝導量子ビットのコヒーレンスの改善が進み、100 s 超のコヒ

ーレンス時間を実現している空洞共振器中の量子ビットのみならず、基板上の平面型

共振器と結合した量子ビットでも 50 s 近くのコヒーレンス時間が実現している。こ

の進展を受けて、量子ビットの制御・観測の精度が飛躍的に高まり、今年に入り表面

符号型誤り耐性量子計算コードの実現に必要とされるような 99%超の精度を持つ量子

ゲート制御や量子ビット読み出しの報告がなされている。同時に量子フィードバック

に関する実験も複数報告されている。これらは量子エラー訂正アルゴリズムの本格的

な実証につながる動きであり、実際大規模な量子誤り耐性アーキテクチャを目指した

研究が始まっている。一方で、2013 年にカナダの D-Wave 社は 512 量子ビットで構成

された量子アニーリングに基づく量子コンピュータ 2 号機を Google、NASA および

USRA に納入し、Google らはこれを核として量子人工知能研究所を設立し、研究を開

始している。D-Wave 計算機の古典計算に関する優位性には激しい議論が続いている

が、まだ収束には至っていない。 
 

［注目すべきプロジェクト］ 

2013 年 1 月に始まった EU Flagship グラフェンプロジェクトは「20 世紀の驚異の材

料がプラスチックなら 21 世紀はグラフェンであろう」との標語の下に EU の参加国が総

力を上げて取り組む 10 億ユーロの 10 年プロジェクトで、多くのグラフェン応用が生ま

れてくると期待される。 
米国では、新規な素子を用いたコンピューターシステムの開発に関する大型の国家プ

ロジェクトが進んでいる。また、米国や欧州では Neuromorphic Computing に関するプ

ロジェクトが新たに立ち上がりつつある。米国におけるマグネティック・コンピューテ

ィング研究の一環と思われる電歪と磁歪を組み合わせた磁気異方性制御手法が

U.C.Berkeley から発表されている。同プログラムには DARPA、NRI、NSF などの予算

がついているようである。 
日本では 2014 年から始まった革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）の中に「無

充電で長期間使用できる究極のエコ IT 機器の実現」というプログラムが採択され、電流

を流さず、電圧のみで磁気メモリ素子を記録し、IT 機器の電力使用量を劇的に削減する

ことを目的としている。 
量子計算関係においては米国が圧倒的な層の厚さをもっており、軍事予算を通した研

究サポートもある。現在、超伝導量子ビットや半導体量子ドット、イオントラップなど

いくつかの系については大きなプロジェクトが走っている。IARPA を中心に集中的な活

動が行われ、2009 年より 5 年間の大規模プロジェクトである Advanced Materials and 
Fabrication for Coherent Superconducting Qubits Program では超伝導量子ビットの

コヒーレンス時間を向上するための材料・プロセスの研究に集中している。また並行し

て走っている Multi-Qubit Coherent Operations (MQCO) Program ではひとつのテー

マとして超伝導量子ビット集積回路が取り上げられ、IBM と BBN Technology が共同

で受託している。また上記のように Google が参入したということで、産業界の注目も集
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まっている。Microsoft も以前から UCSB に研究所を運営しているが、D-Wave を成功

例に、今後さらに民間の資金が投入されると予想される。欧州では SCALEQIT という超

伝導量子ビット集積化と量子情報処理に向けたプロジェクトが 2013 年より開始されて

いる。日本においては、革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）「量子人工脳を量子

ネットワークでつなぐ高度知識社会基盤の実現」において継続して研究開発が行われる。 
 

（５）キーワード 
・待機電力、リーク電流、低消費電力、不揮発性メモリ、不揮発ロジック、不揮発性トラ

ンジスタ、待機電力ゼロ、リーク電流 
・インスタント・オン、ロジック・イン・メモリ、集積半導体、More Moore、More than 

Moore 、Beyond CMOS 
・抵抗変化メモリ、立体構造トランジスタ、トンネル・トランジスタ 
・スピントロニクス、磁化反転、スピン、電圧駆動、電界誘起、スピン MOSFET、スピ

ン伝導、スピン流、スピン注入、スピン蓄積、スピンデバイス、スピンロジック 
・CNT、グラフェン（Graphene）、GNR、単原子欠陥、トポロジカル絶縁体 
・脳型コンピュータ、脳型素子、自律的学習、非ノイマン型、ニューロン、シナプス 
・量子情報処理，量子計算，量子通信，量子光学，量子計測，量子シミュレーション  
・原子物理学、超伝導、シリコン、原子レベル計算 
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（６）国際比較 
（ロジック、メモリ関係） 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

ロジック関係では、Steep Subthresholdを目指したデバイス開発、新
チャネル材料トランジスタの研究開発など、重要な研究領域にしっか
りとした投資が行われ、深い学術的理解に基づく研究開発が行われて
いる。 
メモリ関係では、従来の電荷蓄積型に代わり、状態変化（抵抗変化な
ど）を動作原理とする不揮発メモリの基礎研究が盛んであり、材料、
プロセスなどの分野で世界をリードする結果が報告されている。スピ
ントロニクス関係の評価では若手を中心に多くの成果が出ている。

応用研究・
開発 

○ → 

ロジック関係のデバイス技術が日本の差別化技術にならなくなりつつ
ある。 
メモリ関係では、DRAMやNANDフラッシュメモリの微細化限界が迫
っており、これに代わる不揮発メモリの開発が活発に行われている。
NANDフラッシュメモリを製造している東芝は、DRAM代替としてス
ピンRAMを使うことを目指した開発を、韓国のSK-Hynixと技術的な
補完関係を構築しながら共同で進めている。また、ソニーは米国の
Micronと共同で、ReRAMの研究開発を行っており、次世代メモリ開発
では海外メーカーとの共同開発が一般化している。 
産官学連携の研究開発として、つくばTIA-nanoを活用し、産業技術総
合研究所の300mmウエハ試作ラインを用いて集積化検証を行う試作
環境が整備された。これは、不揮発メモリを配線工程として埋め込む
ための試作環境であり、新材料を用いたデバイスの検証を行うことが
できる。しかし、これは時限的なプロジェクトして推進されてきたも
のであり、プロジェクトが終了する2015年以降の活用が課題である。
デバイス技術以外では、スピントロニクスによる磁気メモリや不揮発
性論理回路への応用研究・開発などに国からの集中投資がなされ研究
が活発化している。

産業化 ○ → 

汎用のロジックデバイスでは日本企業として儲かる道筋が描けていな
い。 
高集積メモリの分野では、19nm技術を用いたNANDフラッシュメモリ
が製品化されている。15nm技術を用いたNANDフラッシュメモリの量
産化も始まっており、従来の浮遊ゲート構造を用いたフラッシュメモ
リの微細化路線が続いている。DRAMでは、旧エルピーダメモリが
20nm技術を用いた8GbDRAMの製造やそれ以降のDRAMの開発を行
っており、Micronに買収された後も、高い技術力が評価されている。
マイコンに混載されるフラッシュメモリの分野では、ルネサスエレク
トロニクスが28nm技術を用いたマイコン内蔵用フラッシュメモリを
開発したと発表している。これは、40nm技術を用いた製品の次世代を
担う製品であり、マイコン業界では群を抜く製品である。しかし、製
造は海外ファウンドリとの提携を想定しており、デバイス製造という
観点での技術力の維持が懸念されている。 

米国 

基礎研究  ○ → 

トポロジカル絶縁体の研究など、新研究領域の取りかかり・立ち上が
りが早い。 
メモリ分野においては、新しい材料やデバイス・プロセス研究の萌芽
は見られない。

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

シリコンフォトニクスの研究開発は猛烈なスピードで進んでいる。
HPが2008年に第4の素子として発表したmemristorは、メモリ適用を
目指して SK-Hynixと共同開発を行ってきたが、 2014年 6月に、
memristorを活用し、さらにはphotonicsを組み込んだチップを2016年
までに作ると発表した。 
抵抗変化メモリの分野では、積み重ねたCNTが作る膜に電圧を印加す
ることで発生する抵抗の違いを利用するメモリ（Nantero）や、金属が
電解質膜中に作る金属架橋を利用したメモリ（Adesto）に関して、量
産化可能であることを示すデータが出されており、ベンチャーキャピ
タルなどの資金を活用した製品化に向けた開発が行われている。
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米国 産業化 ○ → 

ロジックではIntel、メモリではMicronなど米国内で各分野１社あるい
は数社が生き残り、未だこの分野での産業化の意欲も高い。 
MRAMの分野では、最初に製品化したEverspinからSTTを用いた
64Mbのサンプルが出荷された。これは、現在研究開発が盛んに行われ
ている垂直磁化を利用したSTT-MRAMではなく、平面磁化を用いたも
のであり微細化の観点では劣るが、量産技術に仕上げるだけの高い技
術を有していることを示している。垂直磁化STT-MRAMでは、8Mbで
あるが完全動作するものを試作したという発表があり（ TDK 
Headway）、STT-MRAMも集積化に関する初めての成果であり、量産
化技術でも進んでいることをアピールした。 
一方で、マイクロンは相変化メモリ（PCM）の生産を中止すると発表
しており、新メモリビジネスの難しさを示している。 

欧州 

基礎研究 ○ → 
2014年から2020年の7年間で実施されるHorizon2020において、ICTは
重要なテーマと位置づけられており、ナノエレクトロニクスやフォト
ニクス技術を含む技術開発が新世代システム開発として実施される。

応用研究・
開発 

○ → 

日米の企業からの発表減少もあり、IMEC（ベルギー）からの論文発表
数が目立って多い（2013年6月VLSI Technology Symposium：9件、
2013 年 12 月  IEDM ： 15 件 、 2014 年 6 月  VLSI Technology 
Symposium；10件）。メモリ関係テーマとしては、ReRAMの発表が多
い。CEA-Leti（仏）はメモリデバイスの研究にも注力しており、従来
型の電荷蓄積型メモリから抵抗変化型まで、幅広く研究開発を行って
いる。イタリアの大学は、抵抗変化型メモリの動作機構や信頼性の基
礎を、シミュレーションで検討する研究を継続的に行っている。
Infineonが自動車用途を目的に、MRAMの開発を行っていることを
2014年のVLSI Technology Symposiumで発表しており、MRAMの技
術的な進歩に伴い、混載不揮発メモリとして再び注目する会社が出て
きたことを示している。

産業化 △ → 
基本的には、メモリメーカーがほとんど無いため、メモリに関する産
業化の勢いは感じられない。マイクロンのPCMが新規の受注をストッ
プしたことは、PCMを担当してきた欧州部門には大きな打撃である。

中国 

基礎研究  ○ → メモリ関係では目立った発表はない。

応用研究・
開発 

○ → 

精華大学、北京大学などからの発表が増えており（IEDM2013 ；9件、
VLSI2014；4件、ただし、海外との共同研究と思われる発表を含む）、
成果が出つつあると思われる。発表にはReRAM関係も含まれている。
中国はPC分野では世界一であり、通信機器でも大きな飛躍を見せてい
る。これらの製品開発を通して、メモリなどの分野でも発言力を増す
可能性が高い。デバイスメーカーが育てば、応用研究・開発のアクテ
ィビティも高まるものと思われる。

産業化 ○ → 

スマートフォンやタブレット用のMPU、BBチップの最大のメーカー
であるQualcomが、28nmの技術でSMICと提携したと報道されてお
り、この分野では、中国の巨大市場を狙った戦略的な提携が増えて行
くと思われる。それに伴って製品開発や産業化の力も付いてくるので
はないかと予想される。VLSI2014では、そのSMICからRRAMの報告
があり、開発にも力を入れていると思われる。 

韓国 

基礎研究  ○ → 

基礎研究重視の政策による予算の増加を反映して、Nature誌に掲載さ
れた論文数が2013年増加したという報告がある。また、サムソンが
2013年に、大学における基礎研究支援プログラム（1500億円）を発表
しており（10年間）、大学を通した基礎研究促進にも力を入れている
ことがよくわかる。サムソンのグラフェンセンターは、大きな規模で
グラフェンを成長させる技術を発表している。また、サムソンは最近、
SiGeやナノワイヤの発表を行っており、FinFET以降を見据えたトラ
ンジスタの開発を行っていると思われる。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

メモリに関して活発な開発を行っているのがSK-Hynixである。HPと
はReRAMの共同開発を行い、東芝とはDRAM代替を狙ったMRAMの
研究開発を行っている。また、PCRAMに関してはIBMと共同開発する
ことを発表した。サムソンもMRAMなどに多くの人数を投入して研究
開発を行っている。
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産業化 ◎ ↗ 

微細化限界を迎えつつあるNANDフラッシュメモリにおいて、更なる
集積度向上策として注目されてきたのが、メモリ領域を積層する3次元
構造のメモリセルである。東芝のBiCSを先駆けとして、サムソン、SK-
Hynixも同種のメモリセルを発表し、2014年が量産化の年としてきた。
サムソンは2014年7月に、32層を積層したメモリを作り、それをSSDに
実装したと発表し、量産化の先頭に立った。 

台湾 

基礎研究  ○ → メモリ関係では目立った発表はない。

応用研究・
開発 

○ → 

台湾におけるメモリ分野での応用研究・開発ではMacronixがコンスタ
ントに学会発表を行っている。PCMに関してIBMと共同研究を行って
いが、最近では、ReRAMや3次元のNANDフラッシュなどに関する発
表も行っている。

産業化 ○ → 
メモリ分野では、台湾のメーカーが先頭を切って量産化をしているよ
うな製品はみあたらない。

（註 1）フェーズ 
    基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  
    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  
    産業化フェーズ ：量産技術・製品展開力のレベル  
（註 2）現状  
  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 
    ◎：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 
    △：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 
（註 3）トレンド 
    ↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 
 
 
 
 
（量子情報関係） 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ → 

最先端研究開発支援プログラム「量子情報処理プロジェクト」、新学
術領域研究「量子サイバネティクス」の支援を中心に研究が行われて
きた。超伝導量子ビットに関しては、NEC / 理研、NTT の2グループ
が主になって研究を行ってきた。前者では近年超伝導量子ビットを人
工原子として用いたマイクロ波量子光学の研究や、新しいタイプの量
子ビットであるコヒーレント位相スリップ量子ビットの実証で成果を
挙げている。後者ではダイヤモンド中の NV 中心の持つスピンと超伝
導量子ビットを結合したハイブリッド量子系の研究を行っている。東
大にも新しいチームが発足し、超伝導量子回路およびハイブリッド量
子系の研究が立ち上がりつつある。 
電子スピンを用いた量子ビットに関しては、半導体量子ドット、半導
体中のドナー電子、ダイヤモンドNV中心などを用いた研究が、東大・
慶応大・阪大などを中心になされている。 
大学における研究チームが少なく、海外に比べて学生・若手研究者の
育成に遅れがある。 
理論面では理研チームが、海外研究者と活発に交流し成果を挙げてい
る。ただし国内他のチームへの広がりが少ない。 

応用研究・
開発 

× → 特筆すべき活動はない。 

産業化 × → 特筆すべき活動はない。
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米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

UC Santa Barbara (UCSB) チームと Yale 大学のチームなどによ
り、この10年間に急速な発展を見せている。UCSB では位相量子ビッ
トと超伝導共振回路を用いた量子計算のための集積化アーキテクチャ
を提案し、2011年に4ビット＋5共振器の回路で Shor のアルゴリズム
の実証を行った。Yale 大学は2004年に回路量子電磁力学のアイデア
を実証するとともに2007年に transmon 型量子ビットを発明した。
2011年には空洞共振器中の  transmon 量子ビットが非常によいコヒ
ーレンスを示すことを実証した。2014年にはUCSBが、5量子ビット回
路上で99%超の量子ゲート演算精度を実証し、誤り耐性量子計算へ向
けた研究が行われている。Boulder の NIST と JILA では超伝導量
子回路を用いたナノメカニクスの量子力学的振る舞いの制御と観測が
行われ、さらにオプトナノメカニクスとの融合が図られ、マイクロ波
と光の間の量子インターフェースの実現を目指している。JILA 同様、
UC Berkeley (UCB)、Princeton、Chicago、Wisconsin などの各大学
に続々と UCSB、Yale の卒業生がグループを立ち上げそれぞれ新た
な成果を挙げている。APS March Meeting でも発表件数がますます
増加している。 
企業では  IBM が  UCSB や  Yale 大学の  OB を中心に20名近くの
チームを構成し、研究を進めている。IBM はBBN Technology と一緒
に IARPA の Multi-qubit project を受けて超伝導量子計算回路のス
ケールアップを目指している。他にNorthlop-Grumann も低電力消費
型の単一磁束量子論理回路を量子ビット回路の制御に用いる研究を行
っている。 
IARPA は別のプロジェクト Coherent superconducting qubits も走
らせていて、UCSB を中心として超伝導量子ビットのコヒーレンスを
改善するための材料・プロセス研究を大規模に進めている。こちらは5
年のプロジェクトの後半にかかっているが、当初15ぐらいあった研究
チームが現在は3つ (UCSB、 Yale、 UCB) に絞り込まれている。理
論研究では Yale 大学の他に、UC Riverside、Northwestern、カナダ
の McGill、Sherbrooke などのチームが活躍している。また IBM で
は量子情報理論のチームと超伝導回路のグループが密接に連携してい
る。

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

カナダのベンチャー企業 D-wave が、断熱量子アニーリングマシンを
開発し、2011年に米国 Lockheed-Martin 社に128量子ビットモデル
の1号機を販売した。U. South California (USC) に運営を委託し研究
に供している。また D-wave では Web 上で詳細を公開し、外部から
の試用も推奨している。さらに2013年に512ビットモデルの2号機を
Google、NASAらが購入し、量子人工知能研究所を設立して研究に供
している。

産業化 × → 特筆すべき活動はない。

欧州 基礎研究 ◎ → 

EU のプロジェクトおよび各国独自のプログラム、また European 
Research Council の研究者個人対象のプロジェクトなどでサポート
されている。世代交代が進み、40才以下の比較的若い研究リーダーが
中心的役割を担うようになってきている。基礎物理的な研究が主流で
あり、原子物理や量子光学などとの交流も多い。2013年からEUの
SCALE-QITという超伝導量子ビット集積回路を目指したプロジェク
トが発足した。資金面では英国で、量子情報研究全体に300億円という
政府予算がついたということが話題になっている。  
スイスの ETH Zurich にも Yale 大学 OB が研究室を構え、30名近
くの大きなグループで精力的に研究を行い、回路量子電磁力学の研究
で多くの成果を挙げている。オランダの Delft 工科大学にも Yale 大
学の OB が着任し、量子フィードバックや量子エラー訂正の研究を進
めている。同大学では新たに量子計算研究センターを設立し、電気工
学科も巻き込んで大規模化を目指している。フランスの CEA Saclay 
研究所はこの分野の草分け的存在であり、固体中のスピン集団を用い
た量子メモリの研究など現在も高いレベルの研究を行っている。Ecole 
Normale Superieure にも新しいチームが立ち上がりマイクロ波量子
光学、量子フィードバック などの研究が行われている。スウェーデン
のChalmers工科大学ではマイクロ波量子光学に関する成果として、理
研の理論グループとの共同研究によるdynamical Casimir 効果の観測
が報告された。フィンランドの Aalto 大学は現在超伝導ナノメカニク
スの量子的振る舞いの研究に力を入れている。ドイツでは Erlangen、
Aachen 大学に強力な理論のグループがある。実験では Karlsruhe お
よびMunchen工科大学が力を入れている。 
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応用研究・
開発 

× → 特筆すべき活動はない。 

 産業化 × → 特筆すべき活動はない。

中国 

基礎研究  △ ↗ 

清華大学、中国科学技術院などに活発な理論グループがあり、理研と
の交流が多い。 
実験グループは清華大学、南京大学、浙江大学などで米国帰りの研究
者が立ち上げているが、まだ独自の優れた成果を出すには至っていな
い。しかし北京に計算科学研究センター、上海に超伝導研究センター
が設立され新しいグループが立ちあがるなど、相変わらずふんだんな
資金が投入されている。 
学生層は厚く、欧米、日本へ留学している学生・ポスドクも多い。今後
の伸びが予想される。

応用研究・
開発 

× → 特筆すべき活動はない。 

産業化 × → 特筆すべき活動はない。

韓国 

基礎研究  × → 目に見える活動はない。

応用研究・
開発 

× → 特筆すべき活動はない。 

産業化 × → 特筆すべき活動はない。

（註 1）フェーズ 
    基礎研究フェーズ    ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  
    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  
    産業化フェーズ     ：量産技術・製品展開力のレベル  
（註 2）現状  
  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 
    ◎：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 
    △：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 
（註 3）トレンド 
    ↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 
 

（７）参考資料 
（ロジック・メモリ関係） 
 1) http://www.nature.com/news/2011/110308/full/news.2011.143.html 
 2) http://spectrum.ieee.org/robotics/artificial-intelligence/moneta-a-mind-made-from-mem

ristors/ 
 3) C. Yoshida et. al. "Demonstration of non-volatile working memory through interface en-

gineering in STT-MRAM ,"  2012 Symposium on VLSI Technology, p. 59, 2012. 
 4) J. Tominaga et. al., "The first principle computer simulation and real device character-

istics of superlattice phase-change memory," 2010 IEEE International Electron Devices 
Meeting, p. 22.3.1, 2010. 

 5) http://www.toshiba.co.jp/about/press/2011_07/pr_j1306.htm. 
 6) http://www.elpida.com/pdfs/pr/2012-02-27j.pdf. 
 7) http://www.elpida.com/ja/news/2012/01-24r.html. 
 8) http://www.leap.or.jp/index.html. 
 9) http://panasonic.co.jp/corp/news/official.data/data.dir/jn120515-1/jn120515-1.html#1. 
10) http://japan.renesas.com/edge_ol/special/01/index.jsp. 
11) http://eetimes.jp/ee/articles/1202/01/news020.html. 
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12) http://www.kavlifoundation.org/science-spotlights/how-atomic-scale-devices-are-transfo
rming-electronics. 

13) http://www.rambus.com/us/news/press_releases/2012/120206.html. 
14) http://eetimes.jp/ee/articles/1205/10/news089.html. 
15) http://investors.micron.com/releasedetail.cfm?ReleaseID=692563. 
16) http://www2.imec.be/be_en/press/imec-news/imeciedm12papers.html. 
17) http://www.tohoku.ac.jp/japanese/newimg/pressimg/tohokuuniv-press20120615_01.pdf.  
18) http://thegadgetsite.com/2011/05/innovative-silicon-closing-doors-for-good/. 
19) http://www.nanoctr.cn/. 
20) http://www.kaist.edu/edu.html. 
21) http://www.skhynix.com/en/pr_room/news-data-view.jsp?search.seq=2072&search.gubu

n=0014. 
22) http://jp.reuters.com/article/technologyNews/idJPTYE83105F20120402. 
23) http://www.itri.org.tw/eng/econtent/research/research03_01.aspx?SItem=1. 
24) W. C. Chien et. al. Digest, IEEE Symposium on VLSI Technology, P.153.  
25) F. M. Lee et. al. Digest, IEEE Symposium on VLSI Technology, p.67.  
26) http://techon.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20120501/215675/?P=2. 

 

（量子情報関係） 
 1) Quantum computing: An IBM perspective, M. Steffen et al., IBM J. Res. & Dev. 55, 13 

(2011).  
 2) Superconducting Circuits for Quantum Information: An Outlook: M. H. Devoret and R. 

J. Schoelkopf, Science 339, 1169 (2013). 
 3) http://www.chalmers.se/mc2/scaleqit-en  
 4) http://qurope.eu/projects/qute-europe 
 5) European Research Council http://erc.europa.eu/ 
 6) D-wave http://www.dwavesys.com/en/dw_homepage.html 
 7) http://www.nas.nasa.gov/quantum/ 
 8) Superconducting quantum circuits at the surface code threshold for fault tolerance: R. 

Barends et al., Nature 508, 500 (2014). 
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３.４.２ 二次元機能性原子薄膜（グラフェンなど） 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 
従来のバルク材料や単なる薄膜材料とは異なる特性・構造を持ち、新しい機能や従来

材料の特性を凌駕する機能を発現することが可能な、原子の二次元的結合構造、あるい

はそれと等価な二次元的電子状態を表面・界面などに有する機能性を持った原子薄膜材

料を研究開発の対象とする領域である。次世代の電子デバイス・システムに求められる

大幅な低消費電力化、小型化およびそこに付加される新機能の創出などが期待される。 
 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 
［背景と意義］ 

1947 年のトランジスタの誕生以来、半導体集積デバイス（LSI）の低消費電力化・高

速化はスケーリング則に従う微細化・高集積化により達成されてきた。しかし、近年、

物理的並びに経済的に微細化の限界が近づき、新材料・新原理に基づく新規デバイス、

あるいはデバイスの三次元化や超並列化へと研究開発の指向性はより多面的な広がりを

見せている。一方、光通信産業を中心とするナノフォトニクスデバイス分野では化合物

半導体からシリコンフォトニクスへの代替が、また、ディスプレイ、太陽電池、燃料電

池、蓄電池等の分野では、レアメタルフリー化が大きな潮流となっている。グラフェン

を中心とする二次元機能性原子薄膜は、それらいずれの分野においても新材料、新原理

の導入をもたらしうる大きなポテンシャルを秘めている。 
グラフェンは、2004 年、Manchester 大学の A. Geim と K. Novoselov が炭素一原子

層のシートであるグラフェンの単離に成功し、その電子構造が質量のない相対論的 Dirac
電子としての特徴を有することを解明したことで急速に脚光を浴びた。この歴史的な研

究成果により、両氏は 2010 年ノーベル物理学賞を受賞した。グラフェンのもつ質量の無

い電子、究極の二次元機能性原子薄膜、炭素原子間の強い結合力、エッジの電子的・化

学的活性といった特徴は、基礎科学の興味深い研究対象であるとともに、高速電子、ス

ピン自由度、格子自由度はエレクトロニクス/スピントロニクスデバイスへの応用、力学

的に強い二次元原子薄膜は力学材料、透明電極材料として、化学的活性は触媒応用へと、

様々な応用への発展の可能性を秘めており、多くの産業応用が期待されている。 
このような背景のもと、EU、米国、韓国、シンガポール、中国等、世界各国では基礎

科学から応用研究、産業実用化までを目指す大型プロジェクトや産業界での実用化に向

けた展開が行われている。また、研究交流の場として、欧州を中心に Graphene 20XX、

Graphene Week、アジアを中心として、International Conference on Recent Progress 
in Graphene Research (RPGR 20XX)等の大きな国際会議が開催されている。 

 
［これまでの取組み］ 

日本でのグラフェンや関連二次元原子膜系の研究は、従来、科学研究費等による個人

研究への財政的支援が主体であり、その中で多様な研究が物理、化学、材料科学の分野

で展開されてきた。この中で、一部、JST の CREST や科学研究費特別推進研究等の大

型研究の推進も行われてきた。 
産業界では、世界的なグラフェン研究の展開のなかで、その応用と産業化での関心が
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高まり、2010 年、化学技術戦略推進機構で企業の情報交換の場としてのグラフェン研究

会が設けられた。その後、2011 年には技術研究組合単層 CNT 融合新材料研究開発機構

（TASC)グラフェン事業部が企業５社と産業技術総合研究所により設立された。現在、

電気、化学関連企業を中心に研究開発が行われている。また、産総研グラフェンコンソ

ーシアムが 2013 年に立ち上げられ、企業、行政、大学・研究機関の情報交換、連携の場

として機能を果たしている。 
グラフェンや原子膜の政府主体のプロジェクトは、2011 年、NEDO の「希少金属代替

材料開発」(H23 年度)が最初であり、その後、2012 年、NEDO「革新的ナノカーボン材

料先導研究開発」(H24 年度)、NEDO「低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチュ

ーブ複合材料開発プロジェクト/グラフェン基盤研究開発」（H24�H26 年度）、2013 年文

部科学省科学研究費新学術領域「原子層科学」(H25-29 年度)、2014 年 NEDO「低炭素

社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト」（H26‐H28 年度）、JST の CREST
プロジェクトとして、「二次元機能性原子・分子薄膜の創製と利用に資する基盤技術の創

出」(H26-33 年度)が推進されてきており、2013 年以降、組織的で大きな取り組みが展開

され始めている。 
一方、海外に目を向けると、世界の主要国では、EU が Graphene Flagship(1300 億

円)、韓国が 350 億円、シンガポールが 150 億円、英国 100 億円、米国が 50 億円/年と競

って、グラフェンと関連物質の産業化を目指して大型の研究プロジェクトを走らせてい

る。グラフェン製膜技術では、韓国 Samsung Electronics と Sung Kyunkwan 大の共同

による大面積グラフェンシートの Roll-to-Roll 製膜技術の開発(2012 年)は透明電極材料

として ITO を駆逐しうるポテンシャルを示した１つの画期的な成果であった。しかし、

透明性と低抵抗性（高導電率性）を性能指標として、現状では ITO を凌駕するには至っ

ていない。グラフェン製膜技術の改良は CVD 法においては米国テキサス大、SiC 熱分解

法では米国ジョージア工科大等の外国勢が先導してきたが、我が国の技術水準は高く、

CVD 法によるエピタキシャルグラフェン製膜（九大）や Si 基板上ヘテロエピグラフェ

ン製膜（東北大）などで先導している。 
グラフェンを中心とする二次元機能性原子薄膜のテラヘルツデバイス応用は、ノーベ

ル賞受賞のマンチェスター大 K. Novoselov らのプラズモニック応用に関する論文[A.N. 
Grigorenko et al., Nature Photonics. 6, 749 (2012) ]を１つの契機として、世界的に研

究が過熱している。 
グラフェン関連ベンチャー企業数は米国が圧倒的にリードしている（少なく見積もっ

ても 29 社以上ある。第二位は英国および中国の 8 社。日本は 2 社である）。したがって、

グラフェンの実用化研究が最も進んでいるのは米国であると言える。これは米国の公的

資金によるベンチャー企業スタートアップの仕組みによるところが大きい。 
ＩＰから見た動向は、2013 年の調査資料によると、公開件数のランキングは中国（2204

件）、米国（1754 件）、韓国（1160 件）、英国（54 件）である。企業別には Samsung（400
件以上）、IBM（<140 件）となっている（日本の企業、研究機関はトップ 10 に入ってい

ない）。 
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グラフェン実用化の動向 
グラフェンの実用化研究開発の進捗状況を推し量るうえで、世界的なグラフェンの大

規模プロジェクトでの用途開発に実質的にどこから材料供給がなされているかがもう一

つの指標となる。現在までに数多くのグラフェンの製造方法が開発されてきた。このう

ち、商業ベースで材料供給までたどり着いたのは、酸化グラフェンを基本技術とするグ

ラフェン分散溶液（さらに紛体）、および CVD によるグラフェン原子層膜の二種類であ

る。 
グラフェン分散溶液を供給する企業として重要なのは、Angstron Materials、Vorbeck 

Materials Corporation、XG Sciences の三社であり、全て米国である。すでに年間数ト

ンから数十トン（さらに 100 トンという話しもある）の供給能力があり、複合材料、バ

ッテリー、スーパキャパシタ、導電性インク、などの用途開発を実施している。グラフ

ェン分散溶液を原料として多岐にわたる用途が期待されているが、これまでのところ実

用化が公になったのはテニスのラケットのみである。テニスラケット一本に使用するグ

ラフェンは数ｍｇと極少量であるため、現在のところ上記 3 社からは供給過多にあると

言わざるを得ない。より大口の用途を見つけるためには、グラフェン分散溶液の導電性

を如何に高めるかにかかっている。酸化グラフェンを出発材料とする手法では、どうし

ても導電性に劣るため、最近は酸化グラフェンを経ないグラフェン分散溶液の製造方法

が開発されてきている。その中で最近特に注目されるのは、Thomas Swan 社（英国）の

回転ホモジナイザーを用いた黒鉛の剥離方法である（Trinity College Dublin の Coleman
教授が開発した手法）。同社はこの手法を用いて、ある程度の導電性を有するグラフェン

分散溶液の供給をまもなく開始すると思われる。 
CVD で製造するグラフェン原子層膜の供給は、用途開発に供するという観点では実質

的に米国の Bluestone Global Tech のみである。同社は可視光透過率 97%以上(ほぼ単

層グラフェン)でシート抵抗 300～600Ω(ドーピングなし)のグラフェンを販売している。

CVD の基材である銅箔から転写してドーピングなしの状態で移動度 2000～4000 
cm2/Vs を保証している。性能としては高いレベルにあると言えるが、課題は価格である。

同社の HP では、24 インチ×300 インチの銅箔基材に積層したグラフェンを 80,000USD
で販売している。A4 サイズに換算して約 11 万円と高価格であり、例えば ITO 透明導電

フィルムと価格では全く競争にならない。スループットの低い熱 CVD による製造が高

価格の原因である。 
以上のように、現在、グラフェンの材料供給に関して、用途開発に資するという観点

で重要な企業は、米国の４社（および英国の 1 社）である。いずれにしても現状におい

て、用途開発に資する高品質グラフェン材料の大量生産法が確立されているとは言えな

い状況にある。このため用途開発を試行錯誤するための材料供給が不十分であり、グラ

フェンのキラーアプリケーション確立の大きな障害となっていると言える。 
 

［今後必要となる取組み］ 

表面・界面しか存在しない二次元物質グラフェンを導入して機能性デバイスを構成す

るためには絶縁体、半導体、金属との接合が不可欠であり、 h-BN（ヘクサゴナルボロン

ナイトライド）や DLC（ダイヤモンドライクカーボン）などの絶縁材料と、MoS2 や WS2
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をはじめとするダイカルコゲナイド系半導体材料が半金属のグラフェンとのヘテロ接合

に適する相補的二次元材料として注目され、シリコン二次元原子膜シリセンやトポロジ

カル絶縁体を含めて、グラフェン単体の研究から Beyond Graphene の研究へと世の中

の潮流がシフトしている状況にある。 
デバイスへの応用としての具体的な取り組みとしては、新規な物理現象、化学現象を

信号処理機能としてデバイスに応用するための基礎基盤研究の強化、二次元原子・分子

薄膜ヘテロ接合材料としての超高品質へテロエピタキシー製膜技術および工業的量産化

高品質成膜技術、In-Situ およびデバイス実動作状態下での材料・界面の物性評価解析技

術、デバイスプロセス技術、デバイス応用に関する研究開発力向上のための人材育成、

研究開発施策などが重要である。 
 

（３）科学技術的・政策的課題 
日本のグラフェン・二次元機能性原子膜の研究開発については、研究への関心、予算

規模、また、産業界の活動等、大きく水をあけられている。一方、日本では従来から裾野

の広い研究が行われており、グラフェンと関連物質の研究開発には大きなポテンシャル

を有しており、大きな優位性を持っている。このことを生かして、研究の組織的な展開

を促すとともに、産業界との強い連携を進める取り組みが求められる。 
新材料創製、デバイス学理創造には、基礎物理、基礎化学に立ち帰った基礎基盤研究

の推進が欠かせない。二次元機能性原子薄膜材料を科学技術イノベーションとして将来

の新産業創出に結実させ、我が国がこれを主導するためには、デバイスからシステム応

用までを俯瞰した目的志向型の材料・プロセス技術の革新が求められる。これらを相補

的に推進するためには、省庁の垣根を越えた柔軟な産学官連携研究の推進体制・制度の

構築が不可欠である。 
 

（４）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 
［新たな技術動向］ 

新しい材料としてトポロジカル絶縁体などの研究も盛んに行われている。原子層オー

ダーで膜厚が制御されたグラフェン、h-BN、ダイカルコゲナイド半導体二次元機能性原

子膜を連続的にヘテロエピ成長する製膜技術と材料構造・物性評価技術のリンケージ開

発が新たな技術動向として注目されている。 
2011 年頃まで加速度的に拡大・進展したグラフェンのトランジスタチャネル材料応用

研究は、今や完全に MoS2、 WSe2 等のダイカルコゲナイド系原子薄膜をチャネル材料と

する FET デバイス研究にシフトしている（2014 年 6 月米国開催の第 72 回 Device 
Research Conference では全 74 件のオーラル講演のうち 18%が二次元原子薄膜デバイ

スであった）。 
素材の産業応用としては、大面積量産化グラフェン製膜技術によるグリーンエネルギ

ー応用のタッチパネル・太陽電池用透明電極、および蓄電池応用が先行し、MoS2 や WS2

等の二次元ダイカルコゲナイド半導体によるフレキシブル TFT の量産化がさらに続く

であろう。 
機能デバイス応用研究では、グラフェン単体の各種物性応用から、グラフェン（G）/h-
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BN/グラフェン（G）ヘテロ接合を介した共鳴トンネリングやスピン注入など、二次元機

能性原子薄膜ヘテロ接合に発現する物性機能応用へと研究動向が進化している。 
超高周波ミリ波・テラヘルツ波・光波領域の光電子デバイス分野では、光検出器・変

調器・フィルタ・ミキサ等のメタマテリアル・フォトニック結晶を含むプラズモニック

デバイス開発が進展し、その後増幅器、レーザー光源、スピントロニクス等の能動デバ

イス開発が続く。 
利得媒質としてのテラヘルツレーザー応用は日本発の理論提案で我が国（東北大）が

実験検証も先行しているが、独 Max Plank Institute, ベルリン工科大、米 Columbia 大、

Cornell 大等が、研究開発に本格参入し、国際競争が過熱してきている。 
また、グラフェンの重要な国際会議 RPGR 2013 が日本で開催され、世界各国から 420

名の参加者があった。RPGR 2013 は日本で最初のグラフェンに関する大型国際会議であ

る。 
 

［注目すべきプロジェクト］ 

2013 年以降、日本においてもグラフェンと関連分野の研究での急速な進展が出てきて

いる。2013 年度にグラフェン関連領域：文部科学省科学研究費新学術領域「原子層科学」

(H25-29 年度)が採択され、さらに、2014 年度に NEDO の「低炭素社会を実現するナノ

炭素材料実用化プロジェクト」（H26-28 年度）、JST の CREST 新領域として、「二次元

機能性原子・分子薄膜の創製と利用に資する基盤技術の創出」(H26-33 年度)が発足する

に至り、ようやく、国家規模での研究開発投資体制が整ってきた。2013 年に企業、行政、

大学・研究機関の情報交換、連携の場として産総研グラフェンコンソーシアムが設立さ

れた。 
EU では Graphene Flagship（2013 年 10 月発足、約 1300 億円、74 研究機関、17 ヶ

国）の他、グラフェンの CVD 合成技術開発での遅れを取り戻すべく GLADIATOR
（2013.11.15～、３.5 年、173 億円、民間企業 8、大学・研究機関 6）で大面積合成、製

造コスト低減、デバイス開発に取り組み、さらに GRAFOL（2011.10.1- 2015.9.30、15
億円）で CVD の合成温度の低温化、ロール・ツー・ロール合成技術、デバイス開発など

に取り組んでいる。 
Flagship では、16 分野中 1 分野が beyond graphene を含む基礎科学、5 分野がデバ

イスに関連（高周波/光電子/スピントロ二クス/センサ/フレキシブルエレクトロニクス/エ
ネルギーデバイス）している。デバイス研究では、Beyond graphene ヘテロ接合デバイ

ス応用のマンチェスター大、オプトエレクトロニックデバイス応用のケンブリッジ大等

が先導している。 
これらに加えて英国では独自に Graphene Hub（2012～、104 億円、マンチェスター

大）、Print Graphene Technology（2014～、43 億円、ケンブリッジ大）でフレキシブル

エレクトロニクス、バッテリー、キャパシタ、高速通信デバイスなどの応用技術開発を

進めている。 
米国からは上記のような大規模プロジェクトの話は聞こえてこないが、Beyond CMOS

（2013/5/8 発表、5 年間、5MUSD、SUNY’S College of Nanoscale Science、the Uni-
versity of Nebraska-Lincoln、University of Texas at Austin の 3 大学に配分、マルチ
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大学ネットワーク（34 大学、17 州が参画）：NRI(Nanoelectronics Research Initiative:：
半導体、ナノテク関連の連携組織；GLOBAL FOUNDRIES, IBM, Intel, Micron Tech-
nology and Texas Instruments)）、グラフェン導電性インク工場建設計画（2013/2/14～、

NSF から Volbeck Materials Corporation への助成、グラフェン導電性インク(年 40 ト

ン超までの生産能力の拡大)、応用製品：導電性塗料、電池材料など、導電性インクは、

フレキシブルエレクトロニクスの量産化に向けて使用されている（同社のコア技術はプ

リンストン大が開発したプロセスを用いた導電性インクの製造））という、大きくはない

が的をしぼった公的資金による応用開発を実施中である。 
さらに NRI が主導するプロジェクトとしては、AFOSR (Air Force Office of Scientific 

Research) が支援する基礎科学研究 10 課題の１つとして”2D Materials and Devices 
beyond Graphene” （代表 Prof. Ajayan, at Rice Univ.）を 10 億円規模で推進中である。

CVD による MoS2 原子膜の SiO2/Si 基板上直接成膜やグラフェン/h-BN/グラフェンナ

ノキャパシタの製膜・解析を報告するなど、二次元原子薄膜ヘテロ接合構造体の製膜と

デバイス応用で先導している。 
韓国では Korea Graphene Hub project（2012～、6 年、210 億円）でタッチパネル、

有機 LED、エレクトロクロミック窓、2 次電池、スーパキャパシタ、コンポジット、な

どの開発を実施中である。 
中国は 2013 年 12 月に「重慶グラフェン産業パーク」建設の計画を発表した1。【以下

発表資料より：重慶グラフェン産業パークはグラフェンタッチスクリーン、グラフェン

製電子チップ用ラジエーター(放熱材)、グラフェンリチウム電池用電極材料、グラフェン

半導体管などの産業方向を巡って、グラフェン産業上下流の応用技術の研究開発と応用

製品模範拡販を通して、応用企業を主体とし、産学研をコンビナートした産業チェーン

集団を構築する。産業パークは約 5 年間をかけてグラフェン応用研究開発企業を 20 社

以上培養し、上下流の応用生産企業 100 余社を招致し、発展させ、生産値 1000 億元（1
兆 6690 億円規模）の国家級グラフェン産業化模範基地を目指す計画をしている。】 

 
（５）キーワード 

グラフェン、二次元機能性原子薄膜、相対論的 Dirac 電子、h-BN、ダイカルコゲナイ

ド、トポロジカル絶縁体、機能デバイス、エレクトロニクス/スピントロニクスデバイス、

透明電極、力学材料 
  

                                                  
1 http://jp.cq.gov.cn/government/OfficialRelease/2013/12/31/1171842.shtml 
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（６）国際比較 

国・
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ ↗ 

従来から日本はグラフェンや二次元薄膜の研究では、先導的な多くの
業績があった。電子顕微鏡を始め原子オーダーの構造解析では世界最
先端と言える。h-BNは日本のオリジナルであり、シリセンでもエピ製
膜で最先端の位置を確保している。2013年科学研究費新学術領域「原
子層科学」プロジェクトがスタートし、化学、物理、材料科学分野の研
究者が連携して研究を推進する基礎ができた。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

Si上ヘテロエピグラフェン製膜と光電子デバイス応用、グラフェンバ
ンドギャップエンジニアリングと電子デバイス応用、グラフェン金属
の界面化学・物理と電子デバイス応用、スピン注入制御、バイオセン
シング応用等の分野で日本は世界のトップレベルである。Beyond 
Graphene材料のデバイス応用も層が厚い。2014年、JSTのCRESTプ
ロジェクトとして、「二次元機能性原子・分子薄膜の創製と利用に資
する基盤技術の創出」がスタートし、基礎的研究から応用研究への展
開が推進されてきている。また2014年からNEDO「低炭素社会を実現
するナノ炭素材料実用化プロジェクト」（H26‐H28年度）も開始され、
実用化に向けたプロジェクトがようやく軌道に乗りつつある。

産業化 ○ ↗ 

2013年、産総研グラフェンコンソーシアムが立ち上げられ、企業、行
政、大学・研究機関の情報交換、連携の場として機能を果たしている。
グラフェンRoll-to-roll製膜技術は韓国に並び世界トップレベルにあ
る。タッチパネルディスプレイ・太陽電池電極応用、LSI配線応用で産
業化へ展開をはかっている。グラフェン製膜・装置ベンチャー
Graphene Platform Corp.が国内大手LSI-CAD, プリンティングメー
カと連携するなど、産業応用が多面的に展開されつつある。

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

光電子量子スピン基礎物性、非平衡キャリア緩和と多岐にわたり、欧
州とならんで基礎研究に強い。グラフェン、二次元原子膜の物理、化
学、材料科学等で伝統的に優れた研究成果を生み出しており、裾野は
広い。個人研究が主体であり、プロジェクト的な研究は行われていな
い。研究費総額は基礎、応用を含めて、およそ50億円/年程度である。

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

基礎研究から応用研究まで、研究の展開が行われており、優れた研究
成果を生み出している。研究費総額は基礎、応用を含めて、およそ50
億円/年程度である。トランジスタデバイス応用はIBM が先駆的成果
を上げ、多くの大学・民間研究機関が世界を先導している。
NRI(Nanoelectronics Research Initiative)が主導する半導体・ナノテ
ク 関 連 の Funding Agency と し て AFOSR (Air Force Office of 
Scientific Research) が支援する基礎科学研究 10課題の１つとし
て”2D Materials and Devices beyond Graphene”を10億円規模で推進
中。MoS2等ダイカルコゲナイド半導体二次元製膜技術とそのトランジ
スタ応用、G/h-BN/Gナノキャパシタを中心とする二次元原子膜ヘテロ
接合形成でも最先端をいっている。

産業化 ○ ↗ 

グラフェンの産業化等、企業活動は活発に行われており、特許登録数
も中国に次いでいるが、グラフェンデバイス研究を牽引していたIBM
に産業化の兆しはまだ見えない。CVDグラフェン、MoS2, WS2等を製
膜・販売するGraphene Supermarket Inc.や3Dプリンタ技術でグラフ
ェンコンポジット材料の商用化を開始したGraphene-3D-Lab Inc. の
ように、ベンチャー企業による産業化が活発で今後も増大傾向にある。

欧州 基礎研究 ◎ ↗ 

基礎物性ではノーベル物理学賞受賞者を輩出した英国、応用光電子物
性ではドイツ、スピントロニクス・製膜ではフランス、プラズモニク
スでは英国・スペインと世界トップの実績を出している。各国が特色
ある強みを持っている。 
Graphene Flagshipのプロジェクトは、基礎研究を応用展開に結びつ
ける役割を果たすと期待されている。
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欧州 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

2013年にEUでの大型プロジェクトGraphene Flagship (2013-2022、総額
1300億円)がスタートし、多くの大学、研究機関の参加のもと応用に向
けた様々な分野での研究が展開されており、独自の研究開発でリーダ
ーシップをとりつつある。 
Flagshipでは16分野中1分野がbeyond grapheneを含む基礎科学、5分
野がデバイスに関連（高周波/光電子/スピントロ二クス/センサ/フレキ
シブルエレクトロニクス/エネルギーデバイス）している。これら6分野
を毎年50億円規模で10年間に亘り支援する。デバイス研究では、
Beyond graphene ヘテロ接合デバイス応用のマンチェスター大、オプ
トエレクトロニックデバイス応用のケンブリッジ大等が先導してい
る。

産業化 ◎ ↗ 

Graphene FlagshipにはAirbus、NOKIA等、様々な企業が参加、参加
予定をしており、応用研究での成果の産業化、商品化への展開が今後
期待される。Manchester大からのSpinoutによるGraphene Research 
Com.や２-DTECHをはじめ、ベンチャー企業化が活発である。

中国 

基礎研究  ○ ↗ 

応用研究に比較すると基礎研究力は低いが、徐々に大きくなってきて
いる。2011年より第12次5か年計画において、戦略的振興産業（全7産
業）として「新素材」を指定。重大科学研究計画で 「ナノ研究」を指
定。基礎研究も規模・質ともに向上している。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 
応用研究も活発に行われており、今後も強まる傾向にある。グラフェ
ン関連の学術論文出版数では第5位であった2008年から年間で世界第
一に飛躍した。

産業化 ○ ↗ 

グラフェンの産業化も活発に進められており、特許登録数も世界でト
ップとなっている。The Sixth Element社および Ningbo Marsh社が
グラフェン材料製膜・サプライヤとして主要企業とされるが品質は欧
米日に劣るとの評価。デバイス関連での産業化の兆しはまだ見えない。

韓国 

基礎研究  ○ → 

各大学、研究機関で材料科学、物理等のグラフェン研究が盛んに行わ
れており、KIASで2009年アジアで最初の大規模なグラフェンの国際
会議が開催された。Institute of basic science program(2013-2022、総
額90億円)がスタートし、この中では、外国の著名な研究者も参加して
いる。欧米の研究機関との共同によって、基礎研究レベルを向上させ
る戦略を取っている。

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

Global Frontier Program : Soft electronics (2011-2020、総額81億円)
のプロジェクトがスタートし、約30の研究グループが参加し、新しい
プロセス、デバイス等、フレキシブルエレクトロニクスを目指した研
究が展開されている。2012年のSamsungとSung Kyunkwan大の共同
による30インチのグラフェンシートのRoll-to-roll製膜はディスプレイ
応用に特化した先導的成果として有名。KAIST, National Seoul大もグ
ラフェン・二次元薄膜デバイス応用の研究拠点になっている。

産業化 ○ ↗ 

R&D strategic program (2013 ~ 2019、総額110億円)のプロジェクト
が行われ、タッチパネル、OLED、エネルギーデバイス等のグラフェン
応用の商品化に向けた研究が行われている。Samsungを中心に精力的な
技術開発が行われているが、この1社しか産業化推進企業が存在しない
ので、裾野の広がりが見られない。

（註 1）フェーズ 
    基礎研究フェーズ    ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  
    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  
    産業化フェーズ     ：量産技術・製品展開力のレベル  
（註 2）現状  
  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 
    ◎：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 
    △：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 
（註 3）トレンド 
    ↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

  



研究開発の俯瞰報告書 

ナノテクノロジー・材料分野（2015年） 

 
 

 
CRDS-FY2015-FR-05 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

271 

研
究
開
発
領
域 

（７）参考資料 
 1) Technical Digest of the 72th Annual Device Research Conference. 
 2) NRI (Nanoelectronics Research Initiative) Home Page Web Site 
 https://www.src.org/program/nri/ 
 3) NNI (National Nanotechnology Initiative), USA, Home Page Web Site 
 http://www.nano.gov/ 
 4) AFOSR (US Air Force Office of Scientific Research) Basic Research Initiative Fact Sheet 
 http://www.wpafb.af.mil/library/factsheets 
 5) Graphene Flagship Home Page Web Site 
 http://graphene-flagship.eu/ 
 6) Lux Research, “Fishing for Carbon Gems in a Vast Sea of Oversupply: Assessing China’s 

Carbon Nanotube and Graphene Landscape,”  
 https://portal.luxresearchinc.com/research/report_excerpt/15397 
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３.４.３ スピントロニクス 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 
電子のもつ 2 つの性質である電荷とスピンの両者を利用するエレクトロニクスの分野

を「スピントロニクス」と呼ぶ。以下では、（a）磁性半導体と光スピントロニクス、（b）
スピントロニクスデバイス、（c）スピン流の３つに分けて記載する。 

スピントロニクスの領域の中で最近急浮上してきたのがスピン角運動量の流れ、すな

わち、スピン流の考え方である。純粋スピン流は電荷の移動に伴うジュール熱の発生を

伴わないため、情報の伝送にエネルギーを要しない、また、磁界中でのスピンの歳差運

動の回転方向が決まっていることから、量子整流効果に基づくスピンゼーベック効果な

どなど新しい現象が見いだされるなど発展途上の分野である。 
 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 
［背景と意義］ 

（a）磁性半導体・光スピントロニクス 
磁性半導体は、半導体ベース構造やデバイスに磁性やスピンを持ち込み、半導体技術

（光や電場）で磁性を制御するために必須となる基幹材料として位置づけられる。 
（b）スピントロニクスデバイス 

現在のコンピュータ・IT 機器の基盤であるメモリ（DRAM、SRAM など）やトランジ

スタ（CMOS）は、全て動作時あるいは待機時の消費電力が大きく、省電力化には本質

的な限界がある。その結果、スマートフォンなどのモバイル IT 機器は頻繁な充電が必要

となり、電力消費の増加と利便性の低下を引き起こしている。これらの問題を根本的に

解決するために、スピントロニクス技術によるメモリや情報処理の不揮発化・超省電力

化、無充電で長期間使用できる IT 機器および分散型 IT システムの実現などが望まれて

いる。 
（c）スピン流 

電子は電荷とスピンを持っていることから、電流のスピン版ともいうべきスピン流（電

子スピン角運動量の流れ）を考えることができる。しかし、スピン流は物質中ではごく

短い距離（スピン拡散長）で減衰してしまうため、最近までスピン流による物理現象は

知られていなかった。スピン流は基本的な対称性が電流と異なり、散逸の機構が電流と

大きく異なることから、電流駆動のエレクトロニクスでは実現不可能だった超低消費電

力の電子デバイス・量子情報伝送を実現できる可能性を秘めている。最近ではスピンが

有する量子力学的な整流作用を利用した熱電変換なども実証されており、新原理のエネ

ルギーデバイス技術としての研究開発も始まっている。 
 

［これまでの取組み］ 

（a）磁性半導体・光スピントロニクス 
1960 年代以来研究が進められ、20 世紀末に我が国の研究者によって開発された III-V

族化合物半導体をベースとする磁性半導体は、遍歴電子系と局在電子系の境界領域にお

ける磁性の探索および制御という学術的意義のもとに研究が進められた。 (Ga,Mn)As を

中心として室温強磁性を目指す研究が 2000－2010年にかけて世界的に展開されてきた。
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現在は、キュリー温度は 210 K くらいで飽和しており、新たなブレークスルーを模索す

る研究が欧州と日本で継続されているが、以前の勢いは見られない。米国陣営はこの分

野からほとんど撤退し、多くはトポロジカル絶縁体やマルチフェロイック材料開発に向

かった。日本で見いだされた Co 添加 TiO2 に代表される酸化物系薄膜の室温強磁性は実

験的に確立しているが、応用出口が明確でないため広く認知されていない。欧州陣はバ

ランス良く進めている。 
一方、光スピントロニクスは、「光と物質の角運動量を互換にするためデバイス創出」

という側面と、電磁波、特に、超高周波である可視光による「秩序スピンの超高速制御」

の追究という２つの側面をもつ。前者は、キラル合成化学，３次元ディスプレイ、量子

通信などへの応用が控えており「スピン緩和のエンジニアリング」という学術的意義を

もつ。後者は、光演算、超高速スピントロニクス、超高密度記録への応用が控えており、

「非平衡状態における電子軌道・格子・スピン相互作用の体系的理解」という学術的意

義をもつ。 
金属系材料を中心に、磁化の光励起超高速現象の追究が、欧州（オランダ，ドイツ，そ

の共同研究先）ならびに米国主導で進んでいる。彼らの主たる実験手法は超高速 X 線分

光であるが、新規材料・構造は，日本とロシアの研究者が提供している場合が多い。先

鋭的研究は、フランス, オランダ、日本において進行中で、日本では、磁性半導体ならび

に金属系多層膜で弱励起での超高速磁気現象の探究と応用研究を進めている。電磁波あ

るいはプラズモンによる秩序スピンの操作研究も米国 Kwan が大型予算を使ったプロ

ジェクトを展開中である。2000 年以降の半導体スピン注入の研究に隠れているが、円偏

光発光・受光デバイスの創出が連綿と続いており、最近では、光デバイス研究者らにも

その重要性と新規性が認知され始めている。 
新潮流としては、新たなフォトニック材料開発をめざして、磁性絶縁体（磁性ガーネ

ット）の薄膜化研究が、中国、ロシア、ポーランド、日本で盛んになり始めている。 
（b）スピントロニクスデバイス 

磁性／非磁性金属多層構造膜における巨大磁気抵抗効果(GMR)、磁性金属／絶縁体／

磁性金属におけるトンネル磁気抵抗効果(TMR)は、ハードディスクの高密度化に寄与し

たほか、不揮発性磁気記録素子 MRAM などのスピントロニクスデバイスとして実用化

された。さらにスピン移行トルク(STT)が見出され、STT-MRAM として高密度不揮発記

録素子のみならず、ロジック素子に組み込みメモリとして導入されつつある。これには、

酸化物を障壁層とする TMR 素子をベースとする不揮発性記録素子をロジック回路に持

ち込んだ新たなスピントロニクスデバイスが大きく貢献している。さらに、最近になっ

て、これまでの電流によるスピン制御から、電圧印加によるスピン制御のできるスピン

トロニクスデバイスが見いだされ、さらなる省電力化の道筋が拓かれつつある。 
スピントロニクス技術の応用研究開発に関する日本のこれまでの大きな取り組みとし

ては、(i)「NEDO スピントロニクス不揮発性機能技術プロジェクト」(2006-2010)および

「NEDO ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発」(2011-2015)、(ii)FIRST プ

ログラム「省エネルギー・スピントロニクス論理集積回路の研究開発」(2010-2013)、
(iii)JST の研究成果展開事業（S-イノベ）の「スピン流を用いた新機能デバイス実現に向

けた技術開発」(2011-現在）などが行われてきた。これらの取り組みによって、日本は基



研究開発の俯瞰報告書 

ナノテクノロジー・材料分野（2015年） 

 
 

 
CRDS-FY2015-FR-05 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

274 

礎研究のみならず、基盤技術を産業界に橋渡しする応用研究でも世界をリードするに至

っている。特に、産業応用の中核となる高性能 MgO-MTJ 素子および垂直磁化 STT-
MRAM は日本発の技術であり、橋渡し応用研究でも日本が世界をリードしている。 

また、スピン移行トルクを利用したスピントルク振動子、スピンダイスなど、新たな

スピントロニクスデバイスが生まれている。 
Datta, Das の提案したスピントランジスタは、スピン注入の困難さから実現してこな

かったが、最近の研究により、シリコン、ゲルマニウム、グラフェンなどにスピン偏極

した電子を注入し、ゲートに印加した電圧によってスピン蓄積を制御する技術が確立

し、実現に向かって一歩進展した。ここでも日本の研究者の寄与が大きい。 
（c）スピン流 

近年のナノテクノロジーの進展によって、スピン流の減衰長よりも短いスケールの物

性が探索され、スピン流のもたらす現象が次々と発見された。特に 2000 年頃以降、スピ

ン流による磁化反転現象の実験が世界中で報告されるようになり、室温で安定動作する

磁気メモリの書き込み原理として瞬く間に実用化レベルに到達した。これによりスピン

流の概念の有用性が示され、スピン流の物性研究が本格的に開始された。 
スピン流に関する物性研究の初期段階では、電流について知られている現象のスピン

流版を探す研究が行われた。2006 年には、逆スピンホール効果と呼ばれるスピン流の電

気的測定方法が日本及び米国のグループによりほぼ同時に発見された。この現象は、2004
年に発見されたスピンホール効果の逆効果であり、アンペールの法則のスピン流版と見

做すことができる。逆スピンホール効果の発見によってスピン流が定量的な実験科学の

対象となり、この測定方法を用いてスピン流の新現象が次々に発見された。 
スピン流の生成原理としては、スピンポンピングと呼ばれる、磁化ダイナミクスから

スピン流が誘起される現象が見出された。また、非一様な磁化運動からスピン流が作ら

れることも明らかになり、これはファラデーの電磁誘導のスピン版に相当していること

が日本の研究グループによって示された。現在は物質中の電磁気学に組み込む研究も行

われている。磁壁や磁気ボルテックスがスピン偏極電流で動く現象も観測されており、

磁壁を（磁場を用いずに）電気的に高速に動かせるため、情報記憶素子への応用が期待

されている。 
電気だけでなく、熱、光、音などからスピン流が作られる現象も続々と発見されてい

る。代表的な例がスピンゼーベック効果であり、磁性体/金属界面に温度勾配を加えると

スピン流が生成されることが 2008 年に我が国の研究者によって見出され、理論構築に

おいても日本の研究者が重要な役割を果たした。スピンゼーベック効果を利用した新し

い熱電変換技術に関する応用研究も始まっている。スピンゼーベック効果の原理を応用

することで、熱のみならず音や光など自然界の様々な揺らぎを整流できる可能性が生ま

れ、実証実験が進められている。 
以上のように、スピン流の概念を足掛かりに新しい現象が次々に発見された。スピン

ホール効果に関する考察から、トポロジカル絶縁体などの新しい展開も生まれている。

更には従来から知られていたスピントロニクス現象の多くもスピン流の概念を用いて見

通し良く整理されることがわかり、スピン流は物性物理において重要な概念となってい

る。 
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スピントロニクス（特にスピン流）に関する研究開発においては、基礎・応用の両面

において日本の研究グループが多大な功績を挙げており、我が国で発見されたスピン流

の電磁現象も多い。我が国の研究者が世界をリードしているスピントロニクス分野の更

なる発展により、日本の産業競争力の源泉となってきたエレクトロニクスの国際的な競

争力回復・強化に繋がることも期待される。 
 

［今後必要となる取組み］ 

（a）磁性半導体・光スピントロニクス 
新規な発想・目標による材料創出（例えば，光感受性の高い反強磁性半導体薄膜の創

出、制御された磁性金属界面を豊富に内包する複合ナノ構造の創出と界面磁性の電子制

御、半導体基板ならびにガラス基板上での酸化物系磁性半導体・絶縁体結晶薄膜の作製

法の追究）が必要である。このような発想に基づく研究は、半導体を母体とする系だけ

でなく、金属系や絶縁体系を母体とする材料系でも広く展開する価値のあるものである。 
III-V 族強磁性半導体の研究の深化のための材料開発（例えば、ｎ型強磁性半導体、発

光する機能を備えた磁性半導体や磁性絶縁体、光波長としては、分子選別として有用な

赤外光から医療・生物応用までを網羅する紫外光領域まで）。このような材料研究では、

重点的な研究費投入よりは、細くても長期的な研究費投入（極端に言えば、経験を積ん

だ研究者１，２名による先端的な研究）を行うべき領域と考える。 
このほか、光スピントロニクスの分野では、高機能な円偏光発光・受光デバイスの創

出（室温化を含む）、スピン交換相互作用、ならびに，スピン軌道相互作用の光励起制御

の学理構築、磁化の不揮発性を光励起で生じる非平衡状態で動的に制御することで生じ

る新機能を応用する研究．例えば，偏光による光信号変調・遅延や一時的記憶などが挙

げられる。 
（b）スピントロニクスデバイス 

スピントルク(STT)書き込みの次に来る究極の省電力書き込み技術として、電界誘起磁

気異方性変化現象を用いた「電圧トルク」書き込みが期待されている。これは 2012 年に

大阪大学のグループが初めて実現した日本発の技術である 1)。このような日本初の技術

を世界に先駆けて実用化に結びつけるには、早い段階から橋渡し応用研究に投資するこ

とが重要となるが、電圧トルク書き込みの応用研究については、2014 年度後半から開始

する ImPACT「無充電で長期間使用できる究極のエコ IT 機器の実現」（プログラムマネ

ージャ：佐橋政司）の最重要テーマとなっており、日本が世界に先駆けて産学官連携の

研究開発をスタートする体制が整っている。 
（c）スピン流 

スピントロニクスの有効理論の建設が必要である。エレクトロニクスは電磁気学の基

礎の上に成り立っており、物質中の電磁場の性質を記述する膨大なパラメータの中から

少数の本質となる情報を抽出した有効理論「物質の電磁気学」を用いて、応用の学理や

テクノロジーの体系が構築されてきた。スピン流科学の幅広い応用を推し進めるために

は、このような簡便で扱いやすい有効理論の建設が重要である。 
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（３）科学技術的・政策的課題 
（a）磁性半導体・光スピントロニクス 

新規な発想・目標による材料創出、高機能な円偏光発光・受光デバイスの創出を支え

る仕組みとして、熟練研究者と若手研究者を組み合わせた、新しい視点を有する細くて

も息の長い材料・物性研究のサポートが必要である。また、III-V 族強磁性半導体研究の

さらなる深化、光スピントロニクスのさらなる展開を支える仕組みとして、光デバイス

研究者とスピン物性研究者の交流フォーラムの構築（たとえば、小規模で息の長い国際

シンポジウム）があるとよい。 
（b）スピントロニクスデバイス 

不揮発性メモリ MRAM や HDD 再生磁気ヘッドの中核技術である磁気トンネル接合

(MTJ)のトンネル磁気抵抗効果(TMR 効果)は、1995 年に東北大の宮崎照宣教授が世界で

初めて室温で実現した技術である。しかし、MRAM は航空宇宙・軍事技術として DARPA
の支援を受けていち早く実用化に取り組んだフリースケール社（現 Everspin Technolo-
gies 社）が世界に先駆けて実用化に成功し、現在もニッチマーケットではあるが世界を

リードしている。一方、日本企業は民生品と大規模市場に重きを置いているため、未成

熟な基礎研究の段階では実用化を見据えた本腰を入れた研究開発に取り組みにくい環境

がある。また、先ずはニッチマーケットを目指した製品開発の手法としてベンチャー企

業が有効であるが、日本がベンチャー企業に不向きな環境であることは周知の通りであ

る。このため、折角の日本発の革新的技術であっても、製品化で米国の後塵を拝するこ

とがよくある。日本においても、挑戦的なベンチャー企業を育成するための規制改革、

税制改革が求められる。 
（c）スピン流 

エレクトロニクスの単なる焼き直しではなく、電流では不可能なスピンならではの機

能の実現が最も重要である。スピン流が有する新機能を利用することで、飛躍的な消費

電力削減や高効率なエネルギー変換、超高速演算などを実現できる可能性があり、原理

実証のみならず、デバイスレベルからシステムレベルにまたがる研究開発やプロジェク

トが必要であろう。 
日本のスピントロニクス分野には厚い技術・人材蓄積があり、若手研究者が世界的に

注目を集める研究成果を挙げた例も多い。一方で、スピン流に関する研究の大半は物性

物理分野の研究者によって行われているのが現状であり、萌芽的段階にあるスピン流の

応用研究については、産学官での十分な研究・人材交流が行われていない。スピン流が

有する特徴を生かしたデバイスアーキテクチャを構築するためには、システム（回路）・

デバイスの専門家との協調や産学連携の強化が不可欠であり、このような場を提供する

プロジェクトを策定しなくてはならない。 
 

（４）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 
［新たな技術動向］ 

・電圧誘起磁化反転を用いた電圧トルク MRAM 
電流(スピントルク STT)を書き込みに用いる STT-MRAM は磁界書き込み型のトグル

MRAM に比べて格段に低消費電力であるが、それでも書き込み電流に伴うジュール熱
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によるエネルギー浪費は避けられない。これに対して、電界誘起磁気異方性変化による

トルク（電圧誘起トルク）を書き込みに用いる新しい不揮発性メモリ「電圧トルク

MRAM」は、電流をほとんど流さずに電圧のみで書き込みができるため、理論的には

STT-MRAM よりもさらに 2 桁小さなエネルギーでの書き込みが可能となる。ただし、

電圧トルク書き込みは原理実証実験に成功したばかりの未成熟な技術であるため、電圧

トルク MRAM の実用化に向けて解決すべき課題が山積している。純粋な電圧トルク

MRAM に移行する前の第一段階として、スピントルクと電圧トルクの併用型 MRAM
の実用化が期待される。 

・ハーディスクの瓦記録(Shingled Magnetic Recording: SMR)と二次元磁気記録(Two 
Dimentional Magnetic Recording: TDMR) 
現在の HDD は、MgO-MTJ 素子を用いた TMR 再生磁気ヘッド、垂直磁気記録媒体、

および単磁極型の記録ヘッドによって構成されており、その面記録密度は 750 
Gbit/inch2 を超えている。現在の記録方式では、記録媒体上のトラック幅≒記録・再生

ヘッドの横幅となっている。現在、トラック幅が 30 nm まで微細化しており、これ以

上トラック幅が狭まると(i)微細な記録ヘッドでは十分な書き込み磁界が発生できない、

(ii)微細な記録ビットからの微弱な磁界信号を高 S/N 比で再生することが困難になる、

という問題が生じるため、これ以上の高記録密度化は困難な状況にある。これらの問題

の早急な解決策として、瓦記録(Shingled Magnetic Recording: SMR)と二次元磁気記

録(Two Dimentional Magnetic Recording: TDMR)の近い将来の実用化が見込まれてい

る。瓦記録 SMR では、トラック幅よりも横幅の広い単磁極記録ヘッドを用いて大きな書

き込み磁界を発生させ、記録ヘッドをトラック幅分だけ横にずらしながら記録を行うこ

とにより、記録ヘッドの片側の角だけを用いて書き込みを行う技術である。屋根瓦を重

ねるように記録ビットを書き込んでいくことから、瓦記録と呼ばれる。一方、二次元磁

気記録 TDMR は、再生ヘッド中に複数の TMR ヘッド用 MTJ 素子を近接させてトラ

ックをまたぐように配置し、記録トラックからの信号磁界を差動読み出しすることによ

って、狭トラックからの微弱な磁界信号を高 S/N 比で読み出す技術である。SMR も

TDMR も既存の素子技術に基づいているため、実用化に向けた障壁は比較的低く、近

い将来の実用化が見込まれる。これらの技術によって、HDD の記録密度は 1 Tbit/inch2

を超えるものと期待される。 

・HDD の熱アシスト磁気記録(Heat-Assisted Magnetic Recording: HAMR)、マイクロ

波アシスト書き込み(Microwave-Assisted Magnetic Recording: MAMR） 
SMR・TDMR の次の新技術として、熱アシスト書き込み(HAMR)の実用化が期待さ

れている。HAMR は、書き込み瞬間だけ記録媒体の記録箇所にレーザーを照射して加

熱し、書き込みにくい高磁気異方性媒体に書き込みを行う技術である。これにより、超

微細化しても長期間の記録保持が可能な高磁気異方性媒体への書き込みが可能となり、

さらなる高記録密度化が可能となる。すでに米シーゲイト社は HAMR を用いた HDD
試作品のデモを行っており、長期耐久性などの残された問題が解決されれば実用化可能

な技術である。一方、熱の代わりにマイクロ波を照射することで高磁気異方性媒体に書

き込みを行う技術がマイクロ波アシスト書き込み MAMR である。MAMR は HAMR に

比べて理論的にはメリットが多いが、まだ基礎研究段階にあるため、実用化の目処はま
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だ立っていない。 

2010年に、スピン流が金属や半導体のみならず、絶縁体においても存在できること

が明らかになった。これは、スピン波やマグノンと呼ばれる準粒子にスピン角運動量を

輸送させることによって実現され、絶縁体中のスピン波スピン流を介した電気信号伝送

や、絶縁体におけるスピンゼーベック効果およびこれを用いた熱電変換などの新機能が

実証されている。絶縁体中のスピン流には基本的にジュール損失も存在しない。これら

は、電流に基づくエレクトロニクスでは実現できない機能であり、今後の展開が期待さ

れる。 

・マグノニクスの新展開 
スピン波やマグノンをキャリアとするデバイスの実現を目指すマグノニクスと呼ば

れる研究領域も誕生しており、ドイツや日本を中心に飛躍的な進展を遂げている。例え

ば、スピン波スピン流を用いた論理ゲートが提案され、動作実証が報告されている。ス

ピン波は室温でも十分に干渉効果を得ることが可能であるため、これを利用することで

デバイス構造を簡易化可能であることが指摘されている。 

 

［注目すべきプロジェクト］ 

・科学研究費新学術領域「スピン変換科学」（H26.9 月発足） 
・ImPACT「無充電で長期間使用できる究極のエコ IT 機器の実現」（プログラムマネ

ージャ：佐橋政司） 
・NEDO「ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発 3）参照）」 
・科研費特定領域研究「スピン流」（2007-2010）および JST 戦略的創造研究推進事業

さきがけ「革新的次世代デバイスを目指す材料とプロセス」（2007-2013）：これらを

通じて、スピン流物理の基盤が構築された。 
・JST 戦略的創造研究推進事業 ERATO：「齊藤スピン磁気整流」領域(2014-2020)がス

タートし、本格的なスピン流の研究が開始された。 
・FIRST の「省エネルギー・スピントロニクス論理集積回路の研究開発」（2010-2013） 
・JST 研究成果展開事業 S-イノベ「スピン流を用いた新機能デバイス実現に向けた技

術開発」（2011-）この事業では、実際にはスピン流に直接関連したテーマは採択さ

れていない。 
 
海外の状況 
・IMEC STT-MRAM プロジェクト 

IMEC が中心となった産官学連携の STT-MRAM 基盤技術開発プログラム。IMEC
の・300mm ファブを拠点に、民間企業（Qualcomm、Global Foundries、キヤノ

ンアネルバ、東京エレクトロン）、ベルギーおよびフランスの大学などが参画。 
・シンガポール A*STAR と Global Foundries の連携 

シンガポールの国立研究機関 A*ASTAR の Institute of Microelectronics (IME)内
に半導体ファウンドリ大手 Global Foundries との共同ラボを設立し、STT-MRAM
の共同開発を行う計画。これに、現在唯一の MRAM メーカーである米 Everspin 
Technologies と Global Foundries の共同研究開発 4)が連携し、300mm ウェハ、
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28 nm および 40 nm プロセスを用いた STT-MRAM 技術開発が行われる模様。 
・スピン流と熱の融合研究 

欧州や米国では、スピン流と熱の融合研究、特にスピンゼーベック効果に関する研

究プロジェクトも立ち上がっている。2010 年には、ドイツで大型プロジェクト

「SpinCaT」が立ち上がり、現在ドイツやオランダのスピントロニクス研究者のか

なりの割合がスピンゼーベック効果の研究に参入している。米国でもこの分野の大

きな予算が組まれ始めている。 
 

（５）キーワード 
スピントロニクス、光スピントロニクス、磁性半導体、スピン偏極、スピン流、スピン

伝導、スピン注入、スピン蓄積、スピン軌道相互作用、スピン波、マグノン、マグノニク

ス、スピンホール効果、逆スピンホール効果、スピンゼーベック効果、スピンポンピン

グ、熱電変換、熱揺らぎ、磁化反転、不揮発性メモリ、スピンロジック、磁気抵抗効果、

スピン移行トルク、磁壁、磁気ボルテックス、強磁性体、フェリ磁性体、絶縁体、薄膜、

電圧トルク、MRAM、STTMRAM、HDD、HAMR、MAMR 
 

（６）国際比較 

国・
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ → 

磁性半導体・光スピントロニクス：現状維持だが，磁性金属・絶縁体
系における光・マイクロ波関連現象の研究は活発化していくと思われ
る。 
スピントロニクスデバイス：大阪大学グループによる世界初の「電圧
による双方向磁化反転の実現」1)、産総研、NIMS、東北大グループな
どによる新材料開発など、MRAM・磁気記録関連の基盤技術の研究開
発で顕著な成果が創出されている。 
スピン流：科研費特定領域研究「スピン流」（2007-2010）の中で関連
する基礎研究が行われた他、JST-ERATO「齊藤スピン量子磁気整流」
が新たに展開

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

磁性半導体・光スピントロニクス：円偏光発光・受光素子，光・マイ
クロ波アシスト磁気記録ならびにマグノニクス（既存フェライトエレ
クトロニクスのナノ版）への展開 
スピントロニクスデバイス：NEDOノーマリーオフコンピューティン
グ基盤技術開発、ImPACT「無充電で長期間使用できる究極のエコIT
機器の実現」など、基礎研究成果の産業界への橋渡しを目指した産学
官 連 携 プ ロ ジ ェ ク ト が 盛 ん に 行 わ れ て い る 。
スピン流：JST研究成果展開事業（S-イノベ）の「スピン流を用いた新
機能デバイス実現に向けた技術開発」（2011-）の中でスピン流の新た
な革新的応用可能性を探ることを目的とした研究が行われている。電
機・材料メーカーを中心に、スピン流効果（特にスピンゼーベック効
果）を研究している企業は多い。国からの産学連携に向けた支援は今
のところ得られていない。

産業化 ◎ → 

光スピントロニクス：企業における光・マイクロ波アシスト磁気記録
スピントロニクスデバイス：不揮発性メモリに関しては、東芝－ハイ
ニクス連合のSTT-MRAM開発は世界をリードしている。HDD新技術
の事業化に関しては個々の部品メーカーの活動が中心で、目立った動
きは見られない。MRAM、HDD関連の製造装置開発は、世界トップレ
ベル。 
スピン流：かつての勢いは見られないものの、数多のデバイスメーカ
ーが存在するため、産業化を行う潜在能力は極めて高い。しかし、現
時点で産業化に向けた具体的アクションを起こしている企業は少な
い。
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米国 

基礎研究  ◎ → 

磁性半導体・光スピントロニクス：半導体系研究者がトポロジカル絶
縁体研究に移行した．希土類添加の半導体発光素子が面白くなる可能
性はある． 
スピントロニクスデバイス：Cornell大学を中心としたスピントルク
(STT)やスピンホール効果の基礎研究、カリフォルニア大学を中心とし
たSTT誘起のスピンダイナミクスの基礎研究など、世界をリードする
基礎研究が進められている。 
スピン流：米国国立科学財団（National Science Foundation: NSF）, 
米国合衆国エネルギー省（The U.S. Department of Energy: DOE）、
DOE傘下のNational Energy Research Scientific Computing Center
（NERSC）、さらには米国海軍研究事務所（Office of Naval Research: 
ONR）からの手厚い支援のもと、純スピン流および巨大スピン熱流変
換現象の基礎研究が盛んに行われている。 

応用研究・
開発 

△ ↘ 

磁性半導体・光スピントロニクス：シリコンスピンエレクトロニクス
もやや下火 
スピントロニクスデバイス：STT-MRAM関連のDARPAプロジェクト
が終了し、最近は目立った動きは見られない。一方、MRAM関連のベ
ンチャー企業が盛んに設立されており、米国における応用研究開発は
ベンチャー企業を中心に大学・産業界が連携する形で進められている。
スピン流：現時点でスピン流の応用研究・開発に関する情報は無い。

産業化 ◎ ↗ 

スピントロニクスデバイス：現在唯一のMRAMメーカーである
Everspin Technologiesによる次世代型STT-MRAM開発、MRAM研究
の老舗であるIBMとマイクロン・サムソンとの連携、混載メモリ応用
を狙ったIntelやQualcommの参入など、産業化に向けた動きが目立っ
てきている。また、HDD新技術の産業化を目指した活動が、米国大手
HDDメーカーによって精力的に進められている。 
スピン流：現時点でスピン流デバイスの産業化に関する情報は無いが、
同国内にはIntel、Micron、IBM、Motorolaなど世界的なデバイスメー
カーが割拠しており、一旦産業化の目処がつけば、一気呵成に市場を
支配する潜在能力を有している。

欧州 

基礎研究 ○ ↗ 

光スピントロニクス：X線分光学と超高速分光学の融合が進みつつあ
って極めて元気 
スピントロニクスデバイス：不揮発性メモリ・磁気記録関連の基礎研
究はフランスの国立研究機関を中心に進められている。また、最近、
米IBMの著名研究者が独MPI-Halleにディレクターとして赴任し、こ
れから大きなグループを設立するため、今後の動向が注目される。

応用研究・
開発 

○ ↗ 

磁性半導体・光スピントロニクス：既存フェライトエレクトロニクス
の研究者が，マグノニクスへの展開を模索中．要監視対象と思われる．
スピントロニクスデバイス：仏グルノーブルのSpintec(Letiの下部組
織)を中心とした熱アシスト型MRAMや高周波発振器の研究開発、ベル
ギーIMECを中心にしたSTT-MRAMプロジェクトなどが進められて
いる。

産業化 ○ ↘ 
IMECのSTT-MRAMプロジェクトには欧州域内の企業はほとんど関
わっていない。産業化に関しては、前出のSpintecとCrocus社（ベンチ
ャー企業）の連携が中心。

中国 

基礎研究  △ ↗ 

磁性半導体：個別研究レベルでは酸化物磁性絶縁体薄膜の研究に着目
スピントロニクスデバイス：これまでのところ顕著な成果は出ていな
いが、米国で活動する中国系研究者との連携が増加傾向にあり、研究
者人口も増えている。 
スピン流：グラフェン中のスピン流に関する理論研究などが見受けら
れる程度である。しかし、大きな大学や国立研究機関には、かなりの
最新機器が揃い米国・欧州帰りの研究者が活発に研究を行っているた
め、潜在能力は高い。

応用研究・
開発 

△ ↗ 

スピントロニクスデバイス：表だった動きは特に見られないが、米国
のMRAM関連ベンチャーと中国の半導体ファウンドリとの連携が進
められている模様。 
スピン流：現時点でスピン流の応用研究・開発に関する情報は無い。
しかし、ひとたび宇宙・軍事用途に関わる重要なデバイスが提案され
れば、国家的事業として重厚な支援のもと一気にアクティビティが高
まる可能性がある。
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産業化 ○ ↗ 

スピントロニクスデバイス： HDD部品および完成品の世界的な生産
拠点。 
スピン流：現時点でスピン流デバイスの産業化に関する情報は無い。
また、世界的に競争力のあるデバイスメーカーが無い。ただし、簡便
な作製手法が適用可能なスピン流デバイスの場合、これは問題となら
ない。従って、かつて太陽電池メーカーが乱立したように、参入する
企業が急速に増える可能性はある。

韓国 

基礎研究  ○ → 

磁性半導体：個別研究レベルでは半導体スピントロニクスで秀逸な研
究が存在する 
スピントロニクスデバイス：これまでのところ実験研究では顕著な成
果は出されていないが、理論・シミュレーション研究では高麗大学グ
ループが世界的に見ても高水準の研究を行っている。 
スピン流：現時点でスピン流に関する研究例はまだ少なく、プレーヤ
ーはKIST（Korea Institute of Science and Technology）や、大学の
一部に限られている。しかし、大きな大学や国立研究機関には、かな
りの最新機器が揃い米国・欧州帰りの研究者が活発に研究しているた
め、潜在能力は高い。

応用研究・
開発 

△ ↘ 

スピントロニクスデバイス：MRAMに関する国家プロジェクトが終了
した以降、目立った動きはない。学術界と産業界の隔たりが大きく、
産学連携があまり上手くいっていない模様。 
スピン流：現時点でスピン流の応用研究・開発に関する情報は無いが、
財閥系企業などからの潤沢な資金をもとに応用研究・開発を活発に行
う素地はある。

産業化 ◎ ↗ 

スピントロニクスデバイス：サムソンによるSTT-MRAM事業化を目指
した積極投資、ハイニクス－東芝連合によるMRAM開発専用300mmフ
ァブ設立など、製品化に向けた動きは日本よりも活発。 
スピン流：現時点でスピン流デバイスの産業化に関する情報は無いが、
デバイスメーカーの国際競争力が高いため、産業化の道筋が見えた場
合の爆発力は侮れない。

（註 1）フェーズ 
    基礎研究フェーズ    ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  
    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  
    産業化フェーズ     ：量産技術・製品展開力のレベル  
（註 2）現状  
  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 
    ◎：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 
    △：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 
（註 3）トレンド 
    ↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

（７）引用資料 
 1) http://www.jst.go.jp/s-innova/research/h23theme06/h23theme06_PO.pdf 
 2) http://jpn.nec.com/techrep/journal/g13/n01/pdf/130109.pdf 
 3) Y. Shiota et al., Nature Materials 11, 39 (2012).  
 4) http://www.jst.go.jp/impact/program04.html 
 5) http://noff-pj.jp/ 
 6) http://www.everspin.com/PDF/press/PR1_Global_Foundries_Everspin_FINAL_2014102

7.pdf  
 7) http://grantome.com/grant/NSF/DMR-1262253 ,  
 http://grantome.com/grant/NSF/ECCS-1231598 ,  
 http://grantome.com/grant/NSF/CBET-1133589 ,  
 http://grantome.com/grant/NSF/ECCS-1305586 ,  
 http://grantome.com/grant/NSF/ECCS-1305574 
 8) http://researchnews.osu.edu/archive/thermospin.htm ,  
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 http://researchnews.osu.edu/archive/giantseebeck.htm 
 9) http://www.jst.go.jp/inter/sicp/country/uk.html ,  
 http://www.jst.go.jp/report/2009/100225.html 
10) http://www.spincat.info/ 
11) http://www.agence-nationale-recherche.fr/en/anr-funded-project/?tx_lwmsuivibilan_pi

2%5BCODE%5D=ANR-10-BLAN-1011 
 http://www.agence-nationale-recherche.fr/en/anr-funded-project/?tx_lwmsuivibilan_pi

2%5BCODE%5D=ANR-11-BS10-0003 
 http://www.agence-nationale-recherche.fr/en/anr-funded-project/?tx_lwmsuivibilan_pi

2%5BCODE%5D=ANR-13-BS10-0005 
 http://www.agence-nationale-recherche.fr/en/anr-funded-project/?tx_lwmsuivibilan_pi

2%5BCODE%5D=ANR-13-BS10-0016 
 http://www.agence-nationale-recherche.fr/en/anr-funded-project/?tx_lwmsuivibilan_pi

2%5BCODE%5D=ANR-11-NANO-0016 
 

 

（８）参考資料（磁性半導体・光スピントロニクス関係） 
・ Proceedings of MORIS 2013 (Dec.2-5, 2013) at Omiya, Japan 
・ Proceedings of Moscow International Symposium on Magnetism (June 30 –  July 3, 

2014) at Moscow, Russia 
・ Proceedings of Ultrafast Conferece 2013 (Nov.1-5, 2013) at Strasburg, France  
・ Proceedings of Novel Trend in Physics of Ferroics (July 4-6, 2014) at St. Petersburg, 

Russia 
・ Proceedings of Spintronics VI (Aug.25-29, 2013) at San Diego, USA 
・ Proceedings of SSDM 2013 (Sept. 24-27, 20143) at Fukuoka, Japan 
・ Proceedings of SSDM 2014 (Sept. 8-11, 2014) at Tsukuba, Japan 
・ Proceedings of Spintronics VII (Aug.17-21) at San Diego, USA 
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３.４.４ フォトニクス 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 
光の持つ多様な機能を利用して、高性能／高機能なデバイスや装置・システムを実現

する研究開発領域である。光の技術は情報通信、医療・バイオ、加工、分析・計測、映

像、照明、発電などの幅広い応用分野への適用とさらなる高性能化が注目されるが、用

いる材料の高品質化、デバイス構造の最適化、光デバイスの小型化・集積化、低消費電

力化、超短パルス化、超精密計測、分解能の向上などの研究開発課題がある。 
 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 
［背景と意義］ 

光技術は幅広い応用分野で多岐にわたって利用されており、不可欠な技術領域となっ

ている。現代の情報社会を支えるインターネットには高性能の光ファイバーを用いた光

通信技術が必要不可欠であり、高機能通信用レーザーにより高速・大容量な情報通信が

可能となっている。また、レーザーは半導体基板の切断や 3D プリンタなど加工にも利

用されるほか、医療機器にも多く利用されている。近年は照明の LED 化により節電が進

んでいるほか、太陽電池による発電は家庭への普及も進んでいる。今後もこれらはさら

に発展し、光技術に対してはさらなる高性能化・低消費電力化などの要求が高まってい

くと考えられる。このように光技術の応用範囲はかなり広いが、ここでは少し範囲を絞

り、「フォトニクス」として電子機器や電子デバイス（エレクトロニクス）との関わりが

強い光通信技術、コンピュータやサーバーの光配線技術、これらの高速化、大容量化、

低消費電力化、小型化などを支える新たな光デバイス技術・材料技術を中心に述べる。 
ネットワークをバックボーンとして支える光通信技術においては、スマートフォンや

タブレットに代表される高機能ブロードバンド携帯端末の急速な普及、クラウドサービ

スの進展、さらに近い将来予想されるビッグデータ時代の到来により、ネットワークを

行き交うデータトラフィックは今後ますます増加の一途を遂げるものと考えられる。光

通信の伝送容量は、光ファイバーや光増幅器の物理的制約により急速に限界に近づきつ

つあり、現状の光ファイバー１本で伝送可能な容量は 100 Tbit/s と言われている 1)。そ

の一方で、インターネットトラフィックは年率約 40%の速度で増大しており 2)、2030 年

頃には 1 Pbit/s （1015 bit）の伝送速度が予測されている。その結果、ネットワーク流通

する情報量は 20 年以内に光通信の最大伝送容量を超えてしまうことになり、対策が必要

である。また、容量限界の克服に加え、ネットワーク機器における消費電力の抑制も重

要な課題として浮かび上がってきている。今後 20 年の間に IT 機器の電力消費量は 1000
億 kWhr 近く増大すると言われており 3)、これは発電所の年間発電量 10 基分以上に相当

する。以上の課題を踏まえ、消費電力を抑えつつ、増大する通信容量を収容するために、

次世代の光通信ネットワークには量的・質的な技術革新が強く求められている。 
一方、デバイスレベルにおいては、通信用のトランシーバ/レシーバを中心に光技術の

集積化が進められており、2000 年頃から光集積技術は急激に立ち上がり、現在ほぼトラ

ンジスタにおけるムーアの法則と同じレートで集積度が増加している。しかし、現在の

光集積は従来型のデバイスを集積する形で進んでいるため、光集積度は既に光デバイス

そのもののサイズに起因する限界に近づきつつある。光集積技術が今後もこのレートを
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維持するためには、電子集積技術と同様に継続的に新たなブレークスルー技術の導入が

必須である。 
データセンター等で処理・伝送される情報量も爆発的増大が継続すると予測され、LSI

チップ間やチップ内のような比較的短距離の配線でも電気配線の代わりに光配線を使う

ことが検討されており、光配線の小型化・低コスト化が望まれている。巨大なシリコン

電子デバイス産業のリソースを活用することができるシリコンフォトニクスは、チップ

間やチップ内光配線に適用できるほど小型化・低コスト化が出来る技術として期待され

ている。 
光デバイスの小型化や高性能化に向けては、ミクロン以下の微細構造で光を制御する

ナノフォトニクス技術が重要になっている。ナノフォトニックス技術は、微細加工技術

の進展によって、2000 年頃から急激に立ち上がり、フォトニック結晶、プラズモニクス、

メタマテリアル、シリコンナノフォトニクスといった分野に分かれて、主に基礎物理的

な研究として立ち上がってきたが、近年は様々なデバイスに適用されつつあり、次世代

の光集積技術の候補として期待されている。 
波動としての光には、波長・強度・帯域・偏光・位相といった多様な自由度があるが、

これらを制御する技術を更に高め、高効率化・小型化を実現することにより、上で述べ

たような広範な分野におけるインパクトのみならず、新たな応用分野の出現も期待でき

る。また、スクイーズド光やもつれ光子源など量子としての光が簡便に利用可能となれ

ば、量子通信など既存技術と異なる原理に基づく応用の開拓や、光から電気・磁気・熱・

機械振動・化学反応など他の自由度への変換技術の向上・開拓により更なる応用分野の

広がりも期待できる。 
 

［これまでの取組み］ 

・光通信技術 
光ファイバー増幅器（EDFA）や波長多重技術（WDM）、デジタルコヒーレント伝送技

術などの数々の技術革新を経て、過去 30 年の間に 3 桁以上の大容量化を達成してきた。

光通信技術の動向をネットワークのレイヤーごとにみると、幹線系においては、デジタ

ルコヒーレント伝送装置の商用化により、100G システムの導入が世界各国で急ピッチ

に進められている。100 Gbit/s 伝送用デジタル信号処理 LSI は、我が国が総力を挙げて

世界に先駆け実用化に成功し、ITU、OIF などの国際標準を獲得し世界的な市場展開を

達成した 4)。既に世界各国の幹線系や光海底ケーブル網に採用され、世界市場の半分ほ

どのシェアを占めている。100G の実用化を受け、次世代の伝送システムとして 400G/1T
に向けた研究開発がスタートしている。メトロ系においては、光ノードである ROADM
の多機能化(C/D/C: Colorless, Directionless, Contentionless)、WSS の大規模化、小型・

集積化が進展し、ネットワークの高機能化とフレキシブル化が図られている。最近では

スペクトル資源の有効活用を目的としてフレキシブルグリッドの導入が積極的に検討さ

れている 5)。また加入者系に関しては、40~100 Gbit/s への大容量化に向けた取り組みが

始まっている。さらにデータコム分野においても、現状の電気伝送の限界を克服するた

めに光インターコネクトが浸透しつつあり、データセンターにおける機器間の接続から

ボード内、チップ間の接続に至るまで幅広いスケールにわたる用途への適用が本格化し
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ている。 
 

・ナノフォトニクス 
近年、様々なナノフォトニクス技術がデバイスに応用され始めている。発光デバイス

としては、ミクロンスケールまたはそれ以下の超小型レーザーが様々なシステムで実現

されている。極小体積の活性層を埋め込んだ化合物半導体フォトニック結晶に横方向 pin
接合を形成したナノ共振器構造を用いて、極低閾値での室温連続電流注入レーザー発振

が達成されている。また、シリコンフォトニック結晶中のナノ共振器を用いてラマン利

得を用いたシリコンラマンレーザが光励起によって室温で極低閾値で発振している。近

年プラズモニクス構造のレーザーへの適用の研究も活発に行われており、波長よりもは

るかに小さいサイズのレーザー発振動作が報告されている。光受光器としては、特にプ

ラズモニクスをベースとした様々な超小型受光器が研究されており、プラズモニクスに

よる光アンテナ効果を利用した小型化が図られている。光変調器、スイッチ関連では、

シリコンフォトニクスを中心に様々な電気光学変調器が開発されているが、近年プラズ

モニクス構造をベースとして非線形ポリマーを組み合わせた素子が発表されて、注目を

集めている。光スイッチとしては、フォトニック結晶ナノ共振器を利用した素子でアト

ジュール領域でのスイッチング動作が達成されている。光メモリとしては、微小共振器

を用いた双安定レーザー型が欧州で研究され、日本ではフォトニック結晶ナノ共振器を

用いた光非線形双安定スイッチ型が研究されている。このようにナノフォトニクス技術

により、従来の技術では不可能な超小型サイズと超低消費電力動作が達成され始めてい

るが、いずれも単一素子の性能達成にとどまっている。日本ではフォトニック結晶技術

がいくつかのバルク型光部品に応用されて商品化されているが、それ以外ではまだ技術

は研究段階にあり、特に集積化応用に関しては基礎研究段階にあると言える。 
 

・シリコンフォトニクス 
1985 年頃の Soref らの研究に起源があると思われるが、2000 年前半に電気配線の限

界を打破する技術として注目され始め、Intel や IBM 等の北米の半導体メーカーや大学

を中心に光導波路、光変調器、受光器等の性能向上が報告されるようになった。欧州で

は、EU の FP6 の中で、2004～2008 年に実施された ePIXnet プロジェクトにおいて、

IMEC および LETI の半導体ファブを使ったシリコンフォトニクスのシャトルサービス

が構築され、現在では後継の ePIXfab43)の中で光変調器や受光器などのアクティブデバ

イスも製造可能になり、光源以外のほぼ全てのデバイス要素が揃いつつある。同様のシ

ャトルサービスはシンガポールの IME でも行われている。日本では、2010～2014 年に

最先端研究開発支援プログラム（FIRST）で実施された「フォトニクス・エレクトロニ

クス融合システム基盤技術開発（PECST）」プロジェクト 45)で、光源も含めた全ての光

要素をシリコン基板上に集積したシリコン光インターポーザにおいて、30Tbps/cm2 の世

界最高の伝送密度を実証した。ここで開発した技術は、2012 年から開始された NEDO
の「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発（光エレ実装）」プロジェ

クト 46)に引き継がれ、シリコンフォトニクスの事業化に向けた活動が継続されている。 
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・フォトニクス応用に関連するナノ材料 
これまで中心的な役割を果たしてきたのは無機半導体のナノワイヤや量子ドットなど

であり、化学合成や自己組織化の手法により多種多様な半導体のナノ発光材料が実現し

ている。半導体基板上に形成される自己組織化量子ドットはデバイス化に適しており、

フォトニック結晶など光構造との融合や、ゲート電界制御などが報告されており、低温

での量子光学実験が数多く行われてきた。また、ダイヤモンド中の NV 欠陥の発光特性

を利用した量子情報・磁気検出の研究がここ 10 年ほど集中的に進められてきた。NV 中

心をリング共振器やフォトニック結晶と結合させる試みも行われてきた。カーボンナノ

チューブやグラフェンといったナノカーボンも材料の質の向上に伴い、光物性・フォト

ニクス研究が進められてきた。グラフェンでは伝導度による光検出や強い非線形光学効

果などが報告されており、ナノチューブでは pn 接合形成による発光や複数キャリア生

成の報告がある。グラフェンやナノチューブを飽和吸収体としたパルスレーザーの開発

も進んでいる。 
 

［今後必要となる取組］ 

無線通信システムが高効率で且つスマートなネットワークへと進化を遂げていく中で、

今後の光ネットワークにはさらにグリーンでかつ高信頼性まで含めた高度化が社会的要

請として強く求められている。そのためには、光のもつ潜在能力として、電気信号を凌

駕する「高速」、「広帯域」、「低遅延」などの優れた特性を最大限に引き出すことのでき

るシステム・デバイスの創出が一層求められる。その一方で、デジタルコヒーレント光

伝送技術の急速な進展に伴い、光がマイクロ波と同じコヒーレントな電磁波として扱え

るようになりつつある今日、今後の光伝送システムは広いレイヤーにわたってデジタル

信号処理・ソフトウェアとの親和性を高め、光・電気の互いの弱点を補い合い、シーム

レスに一体化したスマートな ICT システムへ発展していくことが強く期待される。 
光ネットワークにおいては、CDC ROADM やフレキシブルグリッド等の要素技術が今

後本格的に導入されるのに伴い、それらの性能を最大限に発現するために SDN (Soft-
ware Defined Network)の適用が検討され始めている 5)。SDN によりネットワークの仮

想化を推し進め、柔軟性をさらに高めていく必要がある。加入者系においては、3.9 世代

のブロードバンド無線アクセスが FTTH の契約数を上回っており、今後は急増する無線

のトラフィックをバックホール回線（基地局とコア網をつなぐ光回線）に効率よく収容

するための光と無線のシームレスな融合が大きな課題である 7)。WDM-PON のような大

容量加入者網をこのような用途にいかに発展させていくかに注目が集まっている。現状

の情報通信網では光ネットワーク（固定系）と無線ネットワーク（移動系）がそれぞれ

独立に構成されているため、ネットワーク全体とすれば柔軟性や回復力さらには経済性

の観点からも最適化されているとは言い難く、今後は光か無線かの媒体依存から脱却し、

ネットワーク一体として仮想化していくことが極めて重要である。 
ナノフォトニクスを応用した単体素子に関しては、近年多くの成果が得られており、

劇的な小型化と低消費電力化が達成されているが、集積化に関してはまだ本格的な試み

は少ない。MIT でシリコンフォトニクス技術を駆使して大規模な集積型フェーズドアレ

イを実現し、NTT で波長の異なるナノ共振器を 100 個以上集積することにより 100 ビ
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ット超える光 RAM の集積に成功している例はあるが、今後は集積化の本格的な取り組

みが必要である。インターコネクト機能に限れば、シリコンフォトニクスの各要素デバ

イスの研究開発では、光源の集積化の取り組みが重要である。高集積化の観点からは、

光源はモノリシック集積されることが望ましいが、モノリシック集積光源は格子不整合

の問題があり実用レベルに達するにはまだ長期間の研究開発が必要である。現時点で実

用化に近いものは化合物半導体レーザーのハイブリッド集積であるが、電気から光への

エネルギー変換効率は高々20%程度で投入電力の約 80%が発熱に費やされており、高密

度集積した場合には排熱が問題になり、レーザーのエネルギー変換効率の抜本的な改善

が必要になる。また、スイッチングやルーティング機能で重要な光信号を電気信号に変

換せずに処理できる光スイッチや光ルータをシリコンフォトニクスで実現する取り組み

も重要になる。さらに、インターコネクト機能やルーティング機能を統合したネットワ

ーク・システムをシリコンチップ上に集積するいわゆるネットワーク・オン・チップ（NoC）

に向けたネットワーク・アーキティクチャの研究も重要になる。このようなシステムを

実現するためには、エレクトロニクス・フォトニクス・パッケージング等が一体となっ

た設計ツール、製造ファブ、評価ツール等の整備が重要であり、幅広い分野の連携を組

織的に行う必要がある。 
光技術を用いた量子情報デバイスの研究開発には、GaAs 系などの自己組織化量子ド

ットを用いたプロトタイプとしての高度な量子情報操作の実証実験が必要であり、また、

室温での動作を目指した窒化物半導体やダイヤモンドの NV センターなどでの研究も期

待される。 
光技術の新たな材料としての原子層・ナノカーボンでは、バンドギャップがないグラ

フェンでは難しいデバイスを、ギャップを持つ遷移金属ダイカルコゲナイドやナノチュ

ーブで実現していくことなども重要である。また、光とスピン・熱・機械振動といった

ほかの自由度との結合が強いナノデバイスによる、新たな変換原理の開拓に向けた取り

組みも重要と考えられる。 
 

（３）科学技術的・政策的課題 
フォトニックネットワーク技術は「グリーンイノベーションの推進」をけん引してい

くうえで「ICT そのものの省エネルギー化・低炭素化」のための中核技術の一つと位置

づけられており（総務省の研究開発戦略マップ）6)、2020 年を目指して「CO2 排出量削

減目標 688 万 t」、「現在の 10 倍（毎秒 100 ギガビット）の伝送を現状技術の 1/3 以下の

低消費電力で動作する設備の実現」、「現在の電気通信ネットワークから光信号のままで

伝送・交換を行うネットワーク（オール光ネットワーク）への抜本的な転換」、「通信機

器の 1 端子あたり毎秒 10 テラビットの超大容量化と超低消費電力化の実現」等が政策

目標として掲げられている。さらに、2030 年頃に予想されるペタビット級のトラフィッ

ク需要に対応するためには、現状の光通信技術におけるハードウェア的な限界（ファイ

バーへの挿入パワーの増大に伴う非線形光学効果やファイバそのものが損傷するファイ

バフューズ現象、光増幅器の帯域限界など）をいかにして打破するかが挑戦的な課題と

なっている 1)。これらの課題に対し、政策的に有効な手段を明確にし、早期に取り組むこ

とが重要である。 
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ナノフォトニクスデバイス作製には微細加工が必須であり、日本ではナノテクノロジ

ープラットフォームなどにより支援され状況は改善しつつあるものの、米国の NNIN な

どと比較するとまだ十分とは言い難い。特に、シリコンフォトニクスの試作に関しては、

EU には ePIXfab43)（ファブは IMEC/LETI）、シンガポールには IME、米国には OpSIS44)

（ファブは IME）というファウンドリ（シャトル）サービスがあるが、日本には対応す

るものが無い。このようなファブには世界中から人、金、技術、情報等が集まるハブと

して機能をもつため、ファブを国内に持つことは、シリコンフォトニクスに限らず、ナ

ノフォトニクス、更にはナノテク全般で国の競争力を強化するために重要である。この

ような共同利用の仕組みを構築し、持続可能な形で運営していくには、少なくともファ

ブの維持費を賄える程度の多数の参加者を世界中の多様な分野から集める必要があり、

国・学会・業界等のリーダーシップが重要になる。 
 

（４）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 
［新たな技術動向］ 

光通信システム・デバイス技術の革新として期待されるものが 3 つの Multi 技術であ

り、超多値変調(Multi-level)、マルチコア(Multi-core)ファイバー、多モード(Multi-mode)
制御技術）である 1)。特に後者の２つは「空間分割多重」(SDM: Space Division Multi-
plexing)と称されて、SDM 用の新たなデバイスが次々に生み出されており、世界各国で

研究開発が急速に進展している。 
シリコンフォトニクスで扱う信号のシンボルレートは、実用レベルで 28Gbps、研究レ

ベルでは 56Gbps 程度となっており、周辺電子回路の能力や消費電力も勘案するとこの

辺で限界になると予測される。そのため、更なる高速化・広帯域化のために、波長多重、

空間多重、偏波多重、モード多重等の多重化技術や位相変調を含めた多値化技術の適用

が検討されている。また、光回路と電子回路それぞれに最適なテクノロジーノードを適

用するために、光回路と電子回路は別のウエハで作製し、3 次元または 2.5 次元実装を用

いてモジュール化するハイブリッド集積が今後の主流になっていくと予測される。シリ

コンフォトニクスの個別デバイスについては、これまでは CMOS 互換性が最重視されて

いたため、新しい材料の導入には消極的な面があったが、光材料としてのシリコンの限

界が顕在化しつつあり、新しい材料への関心が高まりつつある。従来からヘテロエピ成

長または接合による化合物半導体の導入の研究は盛んであるが、新しい動向として、シ

リコンと同じ IV 族であるグラフェンの導入が検討され始めた。まだ基礎研究の段階では

あるが、シリコンに比べて高い移動度を持つグラフェンを用いて光変調器や受光器をよ

り小型化・低消費電力化しようとする研究報告が増えつつある。 
グラフェン、カーボンナノチューブ、半導体ナノワイヤなどのナノ材料をナノフォト

ニクスと組み合わせデバイス動作させる試みが増加している。代表的なものとして、グ

ラフェンとシリコンフォトニクス、フォトニック結晶を組み合わせた超高速光変調器や

光受光器の研究が米国の大学や IBM において開発されている。また、グラフェン、MoS2, 
WSe¬2 など遷移金属ダイカルコゲナイドの原子層の材料は、単層にすることで間接遷移

半導体から直接遷移へと変化して発光効率が 4 桁も上がることや、スピンとバレー自由

度が結合している特殊なバンド構造を持つこと、光学遷移の選択則によりバレー選択励
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起が可能なことなどが相次いで報告され、原子層材料によるフォトニクス・オプトエレ

クトロニクスの研究のみならず、量子コヒーレンスの研究も進められている。 
量子情報デバイスの研究においては、SiC における欠陥で NV と類似の性質を持つも

のが報告されており、量子制御の研究が進んでいる。SiC は工業利用がすでに進んでい

るため、インチスケールの基板が市販されており、集積化への期待も大きい。 
 

［注目すべきプロジェクト］ 

幹線系におけるデジタルコヒーレント伝送技術の高度化として、総務省の委託研究「超

高速・低消費電力光ネットワーク技術の研究開発」において 400 Gbit/s 級光伝送技術の

実現を目指した研究開発がスタートしている 9)。従来の QPSK から QAM への変調多値

度の拡大に加え、ナイキストフィルタリングやスーパーチャネルによる周波数利用効率

の向上、さらには適応変復調技術による省電力化・柔軟性の向上が検討されている。こ

れにより、現在の情報通信に要する電力の 1/3 に相当する 78 億 kWh の消費電力削減を

目指している 10)。 
次世代の光通信インフラ構築に向けた動きとしては、EXAT 研究会の活動を受けて、

国内では情報通信研究機構が 2010 年度から委託研究を順次立ち上げている（「革新的光

ファイバー技術の研究開発(i-FREE)」12）「革新的光通信インフラの研究開発(i-Action)」
13)「革新的光ファイバーの実用化に関する研究開発(i-FREE2)」14)）。EXAT を通じて産

学官連携体制がいち早く構築されたことにより、日本がこの分野を牽引する立場にある。

欧州においても欧州第 7 次フレームワークプログラム(EU FP7)において ModeGap と呼

ばれる産学連携プロジェクトが推進されている 15)。米国においては Alcatel Lucent（旧

ベル研）およびファイバメーカが中心的役割を果たしており、世界中で競争が激化して

いる。 
光ネットワークの高度化・省電力化に関しては、総務省の委託研究「フォトニックネ

ットワーク技術に関する研究開発」において、高速光スイッチや光バッファなど、光信

号のままノード処理を行うオール光ネットワークのための開発が推進されている 10)。ま

た、産業技術総合研究所を拠点とする「光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点」（文

部科学省「先端融合領域イノベーション創出拠点の形成」プログラム）において産学連

携の研究体制が構築されている 11)。 
シリコンフォトニクスに関しては、日本では「技術組合光電子融合基盤技術研究所

（PETRA）36)」をベースに、超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術（光

エレ実装）46)を目指した 2022 年までの大型国家プロジェクトが進行中である。このプロ

ジェクトでは、シリコンフォトニクスのデバイス技術および集積化技術は 2014 年 3 月

に終了した「フォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発（PECST）」プ

ロジェクト 45)で開発した技術を引き継ぎ、更に光ファイバーや LSI との実装技術等を追

加で開発し、光トランシーバや光インターポーザ等の事業化を目指している。欧州では 
IMEC および Eindhoven 工科大学を中心に複数のＥＵプロジェクトが進行しており、特

にシリコンと化合物半導体を融合したナノフォトニクスプラットフォームに関する研究

が活発化している。また、2014～2020 年で実施される研究プログラム Horizon 2020 の

中で、Photonics PPP (Public-Private Partnerships)が全体で 8 つの PPP の内の一つに
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なり、約 7 億ユーロ（2014～2015 年で 1.8 億ユーロ）の資金が供給される予定である。

現時点でまだ詳細は発表されていないが、この中にシリコンフォトニクス関係の研究開

発も含まれると予想される。米国では、2013～2015 年で DARPA の Photonically Opti-
mized Embedded Microprocessor （POEM）プロジェクト 47)が活動中である。このプ

ロジェクトでは MPU-DRAM 間をシリコンフォトニクスで接続することを目指しており、

Micron、MIT、IBM、Oracle 等が参加している。また、先進製造（NNMI：National Net-
work for Manufacturing Innovation）の一つの Institute として Integrated Photonics 
Manufacturing Institute の設立されることになった。米国でのフォトニクスのエコシス

テム構築を目指し、国内ファウンダリへのアクセス、集積設計ツール、パッケージング・

組立・テストの自動化、技術者育成などが含まれる。予算規模は$200M 以上（政府が

$100M 出資のマッチングファンド）である。 
ナノフォトニクスに向けたナノ材料に関しては、欧州では「Graphene Flagship」が立

ち上がっており、グラフェンのみならず BN やダイカルコゲナイドも含む原子層材料の

研究が進められている。日本では新学術領域研究として「原子層科学」が立ち上がって

いる。 
 

（５）キーワード 
・デジタルコヒーレント、多値変調、空間多重、SDN、オール光ネットワーク、モバイ

ル光ネットワーク、量子暗号通信 
・インターコネクト、光電子融合、光配線、光インターポーザ、光トランシーバ、光スイ

ッチ、ハイブリッド集積、3 次元実装 
・レーザー、フォトダイオード、光検出器、光変調器、光合分波器、光導波路、微小共振

器 
・LED、太陽電池 

・ナノフォトニクス、シリコンフォトニクス、フォトニック結晶、プラズモニクス、メタ

マテリアル、大規模光集積、コンピュータコム、フォトニックネットワークオンチッ

プ 
・ナノマテリアル、ナノカーボン、カーボンナノチューブ、グラフェン、遷移金属ダイカ

ルコゲナイド、MoS2、MoSe2、WS2、WSe2、原子層、原子欠陥、NV 中心 
  



研究開発の俯瞰報告書 

ナノテクノロジー・材料分野（2015年） 

 
 

 
CRDS-FY2015-FR-05 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 

291 

研
究
開
発
領
域 

（６）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ○ → 

次世代光通信技術の基礎研究が活性化しており、デジタルコヒーレン
ト、光QAM、マルチコアファイバ、光パケット・パス統合ノードなど、
日本発のオリジナルな技術が創出されている。 
ナノフォトニクスの研究チームの数は多くないが、高い国際的競争力
を持つ強力なチームが活発に活動し、存在感をはなっている。東大、
東工大を中心にシリコンと化合物半導体や磁性材料等の接合技術、京
大、横国大を中心にフォトニック結晶を用いた高性能光デバイス等の
研究開発で世界をリードしている。ただし、プラズモニクス分野では
出遅れ感がある。 
量子情報関連、ナノカーボン材料では有力グループが複数存在する。

応用研究・
開発 

○ → 

光通信では、100G DSP-LSI開発の成功を受け、400Gへの高速化、さ
らにその先を見据えた研究開発が、総務省、経済産業省が主導する強
固な産学官連携体制のもと推進されており、高い国際競争力を維持。
主要な国際会議の発表件数から見ても存在感を示している。 
PECSTプロジェクトが2014年3月に終了。30Tbps/cm2の世界最高伝送
密度や125℃の最高温動作を実証。開発した技術はNEDO光エレ実装プ
ロジェクトに引き継がれ、PETRAにて事業化を目指している。AISTの
液浸ArFを用いた光導波路加工技術は世界トップレベルの低損失と均
一性を実証している。 
ナノカーボン材料では産総研がナノチューブなどの国際会議でも強い
存在感を発揮している。

産業化 ○ → 

100G伝送装置では世界市場を獲得し、国内生産額が大幅に増加してい
る。一方、これまでFTTHが牽引してきた加入者系は固定回線離れの影
響が大きく市場は飽和傾向にある。光ノードも市場シェアの巻き返し
を狙っている。 
ナノフォトニクスの単体素子では、近年商品化が進んでおり、世界的
に見ても先行している。ただし、集積ナノフォトニクスに関してはま
だ産業化の段階ではない。PETRAが100/400GbE向けにシリコンフォ
トニクストランシーバ等の標準化活動中である。フジクラが長距離通
信用光変調器を発表している。全体的に、米国と比べると産業化が遅
れている。

米国 

基礎研究  ◎ ↗ 

ナノフォトニクスの基礎研究に関しては、MIT、 Stanford、UCSBな
どに各分野において世界をリードする研究者がおり、活発な研究を行
っている。特に近年プラズモニクスの研究が活発化している。2013～
2015年で実施中のDARPAのPOEMプロジェクトでは MPU-DRAM
間をシリコンフォトニクスで接続することを目指しており、MIT、
Micron、IBM, Oracle等が参加している。 
遷移金属ダイカルコゲナイドなど新しい分野における進展が目覚まし
い。特に、U. Washingtonのグループが数多くの重要な成果を上げて
おり、フォトニック結晶との融合ではStanfordとの共同研究も見られ
る。光物性ではColumbiaやUCB、ナノデバイスではCornellが存在感
を発揮している。 
単一欠陥準位の研究では Chicago大のグループがSiCで新しい方向性
を打ち出している。

応用研究・
開発 

◎ → 

Alcatel-Lucent（旧ベル研）の存在感が依然大きく、他社の追随を許さ
ない。なおSDMに関しては日本がマルチコアで強みを有するのに対
し、欧米はモード多重に注力している点が大きく異なる。 
ナノフォトニクスのバイオ、センサおよび太陽エネルギー応用に関し
ては活発な活動があるが、大規模集積化をベースにした情報処理応用
に関しては停滞気味である。 
IBMは90nm世代の技術を用いて、スパコン応用と見られる電子回路と
光回路のモノリシック集積を実現している。また、Intelがシリコンフ
ォトニクスのトランシーバとCorning製のマルチモードファイバの組
み合わせで、データセンター応用と見られる25Gbps、820mの伝送を
実現している。 
ナノ材料に 関しては、 Northwestern からのスピンオフで ある
NanoIntegrisが分離ナノチューブやグラフェンを市販し、Rice大のス
ピンオフがナノチューブ評価装置などを開発している。 
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米国 産業化 ◎ ↗ 

OTN用伝送機器・スイッチでAlcatel-Lucent、Ciena、Infinera、Cisco
等が世界市場の上位を占める。Google、IBMなどデータセンター向け
へも市場拡大の兆しがある。 
光集積を駆使した素子を商品とする有力な会社が存在し、IBMやIntel
は光インターコネクトを本格的に研究開発しているが、ナノフォトニ
クスに限定するとまだ産業化への道筋は明確ではない。 
Freescaleの130nm、200mmラインではLuxteraの光トランシーバ等が
量産されている。先行していたLuxtera、Lightwire、Kotura等のベン
チャーがそれぞれMolex、Cisco、Mellanox等の大手企業に買収され、
新たにAcacia、Aurrion他の多数のベンチャーが創業した。

欧州 

基礎研究 ◎ → 

ModeGapのような大規模なEUプロジェクトが推進されており、厚い
研究者層を誇るとともに、研究領域もシステムからデバイスまでバラ
ンスがとれており裾野も広い。ただし、ModeGapは2014年度で終了し、
Holizon2020への継続性・発展性は不透明である。 
Imperial College等でメタマテリアル、プラズモニクス関連の純粋基礎
研究に関しては伝統的に強く、理論研究者が指導的な立場を果たして
いる。 
ベルギーのGhent大、IMEC、英国のSouthampton大、フランスのLETI
等を中心に幅広い研究が行われている。 
NV中心ではシュツットガルト大のグループが中心的な役割を果たし
ている。

応用研究・
開発 

○ → 

FP7の後継フレームワークプログラムであるHolizon2020が2014年よ
り開始し、将来ネットワークに関する大規模な産学連携が予想される。
IMEC、Eindhoven工科大、LETI等にナノファブリケーションの技術
が結集し、特にシリコンフォトニクスと化合物半導体ナノフォトニク
スの融合をベースとしたデバイス応用研究が進んでいる。FP7の中で
2008 ～ 2012 年 に 実 施 さ れ た Photonics electronics functional 
integration on CMOS （Helios）プロジェクトでは、シリコンフォト
ニクスの主要なコンポーネントの開発が行われた。引き続き2012年に
開始されたPhotonic Libraries And Technology for Manufacturing 
（PLAT4M）プロジェクトでは、CMOSプロセスによる製造方法の標
準化を目指している。

産業化 △ → 

研究開発の活発さと比べると、産業化に関しての動きは控えめであり、
100Gへの動きも日本・米国ほど活発ではない。特に加入者系の固定網
は遅れをとっているが、2020年にかけてモバイルバックホールを意識
した新たなアクセス網の構築を計画するなど、今後EUが得意とする無
線分野との連携が注目される。 
ナノフォトニクス関係では、企業の研究活動が少なく、直接産業化を
目指した動きは見えない。 
Ghent大とIMECのシリコンフォトニクスの技術を用いた光トランシ
ーバの製品化を目指してスピンオフしたCaliopa社は中国のHuawei社
に 買 収 さ れ た 。 STMicroelectronics の 65nm,300mm ラ イ ン で は
Luxteraの光インターポーザ等の量産準備が進んでいる。

中国 

基礎研究  △ ↗ 

海外の技術に依存しているのが現状である。 
近年、学会・学術雑誌等での発表件数が増加しているが（特にプラズ
モニクス、メタマテリアル関係）、数値計算の論文が主体でレベルの
高い論文は少なく、ISCASの高速光変調器等の少数を除いて他国に比
べて顕著な成果は見えていない。一方、Chinese Academy of Science
（CAS）を中心に最先端の加工技術装置が導入されており、作製技術
も急速に立ち上がりつつある。

応用研究・
開発 

△ ↗ 

欧米から帰国した研究者を中心に応用を目指した研究も立ち上がりつ
つあるが、まだ目立った成果は見られていない。 
Huawei、ZTEからの成果発表が増大しており、近年国際会議で徐々に
頭角を現しつつある。

産業化 △ → 

HuaweiがOTN伝送用機器の世界市場で急成長している。中国国内で
も40G/100Gの導入が加速し、加入者系も光化が進み、モバイルバック
ホールも含めて今後大きな発展が見込まれる。 
Huawei等の中国系企業はナノフォトニクス、シリコンフォトニクス研
究開発にも力を入れつつあるようだが、当該の分野に関しては目立っ
た活動は見られない。
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韓国 

基礎研究  △ → 
KAIST, ETRIが基礎研究を牽引し、研究のレベルは高いものの、研究
者数が少ないのが現状であり、学会でのプレゼンスはまだ高いとは言
えない。また、産業化に繋がるような成果は見られない。

応用研究・
開発 

○ → 

光通信のデジタルコヒーレントやSDMなどの革新技術のスタートに
やや遅れをとっているが、近年キャッチアップしつつある。 
Samsungを中心にナノフォトニクスの応用研究が活発に行われてい
る。特にディスプレイ、発光素子の分野での応用例が目立つ。また、
CPUとメモリ間をシリコンフォトニクスで繋ぐ開発を行っており、
2016年頃の実用化を目指している。グラフェンデバイス開発も行われ
ている。

産業化 △ → 

加入者系は日本と同じくGE-PONがいち早く導入され、高いブロード
バンド普及率に貢献したが、その他の領域に関しては目立った動きは
見られない。 
ひと段落しつつあるディスプレイ用を除くと、その後の産業化の動き
は不透明である。

（註 1）フェーズ 
    基礎研究フェーズ    ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  
    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  
    産業化フェーズ     ：量産技術・製品展開力のレベル  
（註 2）現状  
  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 
    ◎：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 
    △：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 
（註 3）トレンド 
    ↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.４.５ 有機エレクトロニクス 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 
有機材料を用いて高性能でフレキシブルなエレクトロニクスデバイスを実現する研究

開発領域である。プラスチック基板などの利用による大面積化・フレキシブル化・軽量

化、塗布や印刷プロセスなどにより安価な作製が可能な有機トランジスタ回路、有機 EL
ディスプレイ、有機 EL 照明、有機太陽電池などが注目されているが、実用化のために

は移動度向上、発光効率向上、特性のばらつき改善、長期安定性の確保、低温プロセス、

塗布・印刷プロセスの再現性・安定性向上、パターンの高精細化などの研究開発課題が

ある。 
 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 
［背景と意義］ 

有機分子を半導体材料として用いる有機エレクトロニクスは、従来の半導体では難し

いガラスやプラスチックなどの基板にもデバイス作製が可能で、軽量化、超薄膜化、大

面積化、フレキシブル化、低コスト化などが期待できる技術として注目を集めている。

特に、従来の半導体製造プロセスとは異なり印刷法などの溶液プロセスを適用して素子

の作製が可能であり、素子の大面積化に加え製造プロセスの飛躍的な省エネ化・低コス

ト化の実現が期待される。これらの優れた特徴から、将来的に世界規模で広く普及し、

大きな市場の形成が期待される分野である。 
また、有機固体の弱い凝集力を利して低温・低エネルギープロセスで製造できること

が特徴であり、有機材料ならではの無限の分子設計の可能性を秘めており、各種のエレ

クトロニクス分野への適用が可能である。主な研究開発ターゲットとしては、有機 EL
（Electro Luminescence）、有機トランジスタ、有機太陽電池の三分野があるが、近年の、

モバイルを前提とした多様なパーソナル電子デバイスの隆盛により、薄く・軽く・安い

といった特徴を持つ有機デバイスの実用化が期待されている。2030 年の有機エレクトロ

ニクスの世界市場は、ディスプレイや照明の拡大と、有機系の太陽電池や半導体などが

本格化し、約 7 兆円と予測されている。 
 

［これまでの取組み］ 

実用化に成功した有機 EL ディスプレイ、実用化に向けて本格始動した有機 EL 照明、

実用化を指向した有機太陽電池など、有機エレクトロニクスの分野でも実用化が現実の

ものとなってきている。このような動向の背景には、単に有機半導体材料による従前の

シリコンエレクトロニクスの代替ではなく、有機エレクトロニクス特有の機能性を最大

限に活かしたデバイス開発があると言える。有機エレクトロニクスの中核的デバイスで

ある有機 EL は、他の用途に先駆けて実用化が進み、市場が拡大しつつある。有機エレ

クトロニクスの発展・普及には、既存製品とのコスト競争や更なる技術課題の克服が求

められるが、近年の大幅な効率や素子寿命の改善等により普及への道筋も見えてきてい

る。 
有機 EL 分野では、継続的な材料開発により着実に性能および信頼性の向上が見られ、

照明用途ではコニカミノルタが世界最高発光効率となる 131 lm/W の白色パネルを開発
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し 1)（2014 年 3 月）、本格的な事業化を発表している（2014 年 7 月）。また、東芝、三

菱化学なども商品ブランドを立ち上げ実用化に向けて動き出している。ディスプレイ用

途については、産業化において韓国・台湾に遅れを取っているが、ソニーとパナソニッ

クが共同で JOLED 社の設立を発表し 2)（2014 年 7 月）、産業化に向けて巻き返しを図

っている。 
有機トランジスタ分野では、日本に端を発する材料と成膜技術により、塗布膜の方が

蒸着膜よりも高移動度となることが半ば常識化してきている。米ネブラスカ大学らのグ

ループからは塗布膜の有機 FET で移動度 43 cm2/Vs が報告されるなど 3)、有機半導体材

料のポテンシャルがかなり高いものであることが示されてきている。実用化面において

は、より広い領域をカバーする「プリンテッド・エレクトロニクス」分野との融合によ

り、電極や封止層などを含めて「オール印刷で」作製する技術が確立されてきている 4)。 
有機薄膜太陽電池の分野では、東芝が単層セルで 11.2%、5cm 角モジュールで 9.9%

を達成し 5)（2014 年 7 月）、実用化に向けたテストも行われている。学術研究において

は、ここ数年続いた劇的な性能向上は一段落し、性能制限因子の解明や新系統材料の探

索など、裾野を拡げる研究が中心になってきている。 
海外において、有機 EL ディスプレイ分野では韓国および台湾勢が強く産業化が進ん

でいる。一方、欧州においては、EU 圏全体にまたがる有機エレクトロニクスプロジェク

トが継続して走っており、大学・企業・ベンチャーが密接に連携してさまざまな実用化

の試みが行われている。欧州では、有機エレクトロニクス分野からプリンテッド・エレ

クトロニクスへとターゲットを広げて、新たな産業として実用化に結びつけようという

強い姿勢がうかがえる。 
 

［今後必要となる取組］ 

今後の有機エレクトロニクスの研究開発は、従来以上に開発スピードが上がると考え

られ、早期の戦略的な取組みが極めて重要となる。本格的な市場形成を志向する場合、

新たな枠組みでの産官学連携による取組みが必要であり、技術力の高い日本だからこそ

創造できる新しい社会や市場を見据えたトータルシステムとして捉えていくことが重要

である。 
有機 EL ディスプレイをはじめとした有機エレクトロニクス技術が産業化し「ダーウ

ィンの海」を越えるためには、材料面および製造面での革新的技術を創出して、大幅な

コスト削減を行い、低価格化を実現することも必要である。有機 EL のディスプレイで

は大型基板への製造に対応するため、照明では LED 照明に対抗して決定的にコストを下

げるために、いずれも本格的に塗布プロセスへのシフトが必要である。有機トランジス

タ分野については、フレキシブル・プリンタブルを武器に、本当に有機半導体回路でし

か実現できないようなキラーアプリケーションを探索する必要がある。有機薄膜太陽電

池については、ペロブスカイト系太陽電池の勃興も踏まえ、実用的太陽電池のベンチマ

ークである変換効率 20%を実現する新たな取り組み（励起子拡散長の増大、電荷分離に

伴う電圧損失の低減など）が必要と考えられる。 
一方、有機 EL、有機太陽電池、有機トランジスタ等の直近の実用化を指向した研究と

は別に、将来を見据えた息の長いシーズ志向型の有機エレクトロニクス研究を推進する
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ことも必要と考えられる。国家プロジェクト等の施策や企業連携等の総合的な取組みで

競争力を涵養する試みが求められる。具体的には有機半導体を用いたタッチパネルなど

のデバイス、電子ペーパー、デジタルサイネージ、RFID やセンサなどが考えられてい

る。また、有機エレクトロニクスの特徴である薄さや柔軟性を活かし、曲面に設置でき

る意匠性に優れた太陽電池や人体に沿う形状の医療用センサなど、これまでにない製品

の実現やアプリケーションの創出が期待される。 
技術的には、分子集合体の制御に取組む必要がある。単一分子レベルの物性はシミュ

レーション技術の向上によりかなり予測可能となり、高精度な分子設計が行えるように

なってきているが、薄膜などの分子集合体の構造制御については、適用範囲がまだ限ら

れている。有機エレクトロニクスで使われるπ共役電子系は平面的で本質的に異方性が

強いことから、この分子集合体の制御こそが、今後の性能向上のブレークスルーに必要

となってきている。 
 

（３）科学技術的・政策的課題 
さまざまな分野での応用への期待から、有機エレクトロニクスのグローバル競争が近

年激化している。国を挙げての研究開発支援も活発化しており、日本では経済産業省が

有機 EL やプリンテッド・エレクトロニクス技術に、米国ではエネルギー省が有機 EL
に、欧州では欧州委員会の研究助成制度においてディスプレイ、電子ペーパー、RFID に、

韓国では知識経済部が有機 EL に大規模な研究投資を行ってきた経緯がある。このよう

な状況の中で、日本の強みである材料・素材開発を核として、どのようにして優位性や

独自性を保ちつつ市場形成を行っていくかが、今後グローバル競争で勝利する鍵となる。

また、次世代有機エレクトロニクスの特長を活かした新規アプリケーションの開発によ

る、新規需要の創出も同時に進めていくことが強く求められる。 
国内においては、個々の研究グループ及び企業は高い技術を有しているものの、実用

化、産業化に舵を切るためには「オールジャパン体制」を実現するための強い求心力が

必要である。EU のような巨大水平連携、韓国のような強力な垂直統合に太刀打ちできる

政策が必要であり、基礎研究から実用化研究まで、プレイヤーを増やして研究の裾野を

広げ、実用化に向けた産学連携の仕組みの構築や拠点形成、ベンチャー企業創出の支援

などが必要不可欠と考えられる。 
 

（４）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 
［新たな技術動向］ 

有機 EL の分野では、九大の安達グループによって報告された熱活性型遅延蛍光

（TADF）現象 6)に基づいた発光材料の研究が裾野を広げ、燐光を使わない新たな高性能

材料群を形成し始めている。また、低コスト生産にむけて本格的に塗布積層型の高効率

有機 EL の研究が山形大の城戸らグループで進められており、素子レベルの効率で見た

場合、蒸着系との差は縮まってきている。また、有機 EL 照明において、住友化学は 2014
年に、高分子材料を基にした 2 色を発光できる照明用パネルの量産技術の確立を発表し

た。コニカミノルタは 2014 年にフレキシブルな有機 EL 照明パネルの量産を発表した。

同じく、三菱化学とパイオニアが、発光層を製造コストの低い塗布法で作製する有機 EL
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照明パネルの量産を発表している。 
有機トランジスタ分野では東大の染谷グループを中心に、フレキシブル回路の概念を

究極的に推し進めることにより、「しわくちゃにしても壊れない」「身につけても気付か

ない」というレベルにまで昇華できることが実証されてきている 7)。これにより、生体適

合回路やバイオセンサなどの新たな応用分野が見えてきている。 
有機太陽電池分野に関しては、これまでフラーレン系誘導体一辺倒であったアクセプ

タ（ｎ型半導体）材料について、非フラーレン材料の探索が急速に進み新たな材料開発

の可能性が開かれつつある。 
 

［注目すべきプロジェクト］ 

国内では、JST の「戦略的イノベーションプログラム」において、有機 EL 照明、有

機薄膜太陽電池、有機トランジスタを用いた印刷回路のプロジェクトが走っており、学

術研究の牽引役となっている。また、JST の ERATO「染谷生体調和エレクトロニクスプ

ロジェクト」では有機半導体回路の柔らかさを活かした新たな応用に向けて、「安達分子

エキシトン工学プロジェクト」では TADF に基づくさらなる有機 EL の飛躍に向けた取

り組みが進められている。 
欧州においては、EU の第７フレームワークプログラム（FP7）に基づき、有機 EL 照

明に関する IMOLA（Intelligent Light Management for OLED on foil Applications）プ

ロジェクト（2011 年～）や、本格的な実用化研究を行う COLAE（Commercialisation 
of Organic and Large Area Electronics）プロジェクト（2014 年～）がスタートし、EU
圏全体を巻き込んで、有機エレクトロニクスおよびその周辺分野の実用化を強力に推進

している。 
 

（５）キーワード 
・有機 EL、有機トランジスタ、有機半導体、有機太陽電池 
・プリンテッド・エレクトロニクス、フレキシブルデバイス 
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（６）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ ↗ 

日本の有機エレクトロニクス分野の基礎研究は、これまで個別の研究
機関や企業の継続的な努力によって高い水準を維持しており、現在も
活発である。有機EL分野においては、九州大学と山形大学が基礎から
応用研究までを牽引してきている。九大のグループは熱活性化型遅延
蛍光という新概念を提案し、新しい材料の潮流を作っている。有機ト
ランジスタ材料およびプロセスに関しては、広島大・理研のグループ
による世界最高の材料と、阪大や産総研による新たな成膜技術により、
塗布膜で移動度10 cm2/Vs以上が実現されている。有機太陽電池に関し
ては材料分野が強く、基礎的な物性や解析などについてはやや後れを
取っている。フレキシブルエレクトロニクス関連では、産総研や東京
大学がリードしている。

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

有機EL照明に関しては、産官学での応用研究・開発に対する取組が活
発である。塗布型有機EL照明を実現するための新しい材料群と、高性
能化には必要不可欠な塗布積層膜の作製技術の提案が山形大のグルー
プで行われている。有機トランジスタ分野については、東大のグルー
プを中心に、極薄、超フレキシブルな回路の開発が行われており、生
体適合回路への展開が検討されている。また、山形大ではプリンテッ
ド・エレクトロニクスとの融合を本格的に進めて、オール印刷回路を
実現している。有機薄膜太陽電池においても企業（三菱化学、東レ、東
芝など）を中心とした精力的な応用研究が進められ、世界最高水準の
10%以上の変換効率が得られてきている。これらの優れた基礎・応用
研究成果を産業化へと結びつけていく国家的な取組みや施策が望まれ
る。

産業化 △ ↗ 

基礎研究では高い優位性を有しているが、技術開発成果が出始めた頃
に日本企業は相次いで有機ELディスプレイ事業から撤退した経緯も
あり、有機エレクトロニクス分野全般に対して日本勢は実用化に対し
ては慎重姿勢である。 
有機ELディスプレイについては、大型有機ELテレビの実用化は遅れ
ているが、モバイルを中心とした中小型ディスプレイをターゲットと
してJOLEDが設立されるなど、産業化に向けての準備が整いつつあ
る。有機EL照明についてはコニカミノルタが産業化に向けて先行して
いる。有機太陽電池については、各社が興味を示しているが、産業化
については様子見の状況にある。有機トランジスタについては、具体
的な応用ターゲットを模索している段階にある。 

米国 

基礎研究  ◎ → 

有機EL分野においては、1998年にリン光材料先駆けて開発し、大幅な
発光効率の向上を実現しており、着実に技術開発を進めている（プリ
ンストン大、UDC（Universal Display Corporation））。 
有機薄膜太陽電池の研究開発も非常に活発であり、特に高分子系では
カリフォルニア大学バークレー校、ロサンゼルス校などが中心となっ
て基礎研究を牽引している。

応用研究・
開発 

◎ → 

米国エネルギー省（DOE）の予算で、「Solid State Lighting（固体照
明）」が、2020年までの長期目標で進行中であり、有機EL照明の研究
開発が進められている。有機太陽電池の研究開発では、バルクヘテロ
素子のルーツであるUCSBやUCLAなどのグループが、近年の急速な
高効率化の中心となっている。また、産業化に直結するわけではない
が、新しい展開を生み出すような挑戦的な応用研究も多数行われてい
る。例えば、Stanford大のグループは有機結晶薄膜を作製するさまざ
まな手法を提案している。また、大学における基礎研究成果を活用し
てベンチャー企業（Solarmerなど）が活躍している。 

産業化 ○ → 

塗布型有機薄膜太陽電池を実用化した米国ベンチャー企業Konarka
は、2012年に倒産している。 
産業化を行っている米国をベースとする当該分野の大企業は少ない。
ベンチャー企業としては、有機EL材料を提供するUDC、有機半導体材
料を提供するPolyEra、有機太陽電池を製造するSolamerなどが挙げら
れる。
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欧州 

基礎研究 ◎ → 

有機EL、有機トランジスタ、有機太陽電池、いずれの分野においても、
大学を中心としたけ主要な拠点が複数有り、先端技術の裾野を広げる
ような基礎研究が盛んである。特に、デバイスの基礎物性や理論的な
解析などに強い。ドイツのザクセン州には20の研究施設および約40社
の企業を含む、欧州最大規模の有機エレクトロニクス、フレキシブル
エレクトロニクスのクラスターが形成されている。英国では、ロンド
ン大学、マンチェスター大学、ケンブリッジ大学などに、プリンテッ
ド・エレクトロニクスCOE拠点（Center of Excellence）が設けられて
いる。フランスでも仏CNRSなどを中心として拠点形成が進んでいる。

応用研究・
開発 

◎ → 

EUの国際競争力強化プロジェクトであるFP7 （2007年～2013年）に
おいて、「有機材料と大面積エレクトロニクス、表示およびディスプ
レイシステム（Organic and large area electronics, visualization and 
display systems）」の技術開発が進められた。EU全体にまたがるプロ
ジェクトを通じて、Fraunhofer InstituteやIMECのような実用化研究
拠点と大学が密接な連携を取る体制ができている。産業化がまだ進ん
でいない有機トランジスタ分野などにおいてもハイレベルなプロトタ
イピングが行われており、それらの技術が無理なくベンチャー企業な
どへとつながっている。また、大手エレクトロニクス企業（フィリッ
プスなど）がプリンテッド・エレクトロニクスの技術開発に力を入れ
ている。

産業化 ○ ↗ 

EU圏全体にまたがるプロジェクトにより、材料から生産プロセスに至
るまで、各工程に対応するベンチャー企業が多数立ち上げられており、
産業化に向けて極めて具体的で実践的な検討が進んでいる。大手メー
カーとしては、独Osramや独Siemensなどが有機EL照明を中心に製品
化を行っている。 
ドイツの化学系企業BASFは有機系材料を重視しており、有機EL
（OLED）、有機薄膜太陽電池（OPV）、プリンテッド・エレクトロニ
クスの3つを重点技術開発テーマに掲げている。EU加盟27カ国は
「2012年までの白熱電球廃止に合意」しており、有機EL照明にも力を
入れている。

中国 

基礎研究  ○ ↗ 

現段階では、海外の研究機関などの追跡研究が主体であり、新しい潮
流を生み出すものや独創的な研究成果は限定的である。しかし、材料
関係を中心に研究の裾野は広がってきており、研究水準は着実に上昇
している。今後、大規模な研究資金の投入などによって猛烈な研究水
準の進歩が予想される。現在は、多くの大学や研究所において有機EL
技術の研究が展開されている。

応用研究・
開発 

○ ↗ 

中国はこれまでに有機EL分野（ディスプレイパネルおよび照明）に対
して様々な支援を行ってきており、研究対象の中心は有機ELディスプ
レイパネルであったが、最近では照明分野への展開に向けての支援も
拡大している。また、有機EL材料および有機太陽電池材料を中心に、
バリエーションを増やす研究は非常に盛んである。 

産業化 ◯ ↗ 

中国では有機EL照明分野はまだ立ち上がったばかりであるが、ディス
プレイパネル分野では活発な動きを見せている。2011年に国内有機EL
企業関連企業が参画し「中国有機EL産業連盟」を設置しており、今後
有機EL用材料の開発にさらに注力し、政府もサポートを強化すると考
えられている。

韓国 

基礎研究  ○ → 

韓国は、ディスプレイ業界における地位高めるための国家的戦略に基
づいて特に有機EL分野の研究開発を強く推進してきた経緯がある。サ
ムソン、LGなどの財閥系大手企業が、垂直統合で基礎研究まで行う傾
向が強いため、応用研究を補完するような基礎研究が多く、根本的に
新しい研究は少ない。

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

サムソン、LGやその系列会社による、有機EL用の高効率・長寿命材料
の開発、有機トランジスタを用いたバックプレーンの開発、フレキシ
ブル回路の開発など、実用化に直結する応用研究が非常に盛んである。
サムソンは中小型の高精細ディスプレイや大型テレビ、LGは湾曲型や
半透明ディスプレイなどの高付加価値製品の開発を指向している。大
学においても有機ELディスプレイおよび照明に関する多数のプロジ
ェクトが進められている。
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韓国 産業化 ◎ ↗ 

日欧米の有機ELの基礎技術開発の成果をテコにして、有機ELディス
プレイ事業における産業技術の集積化、巨額投資により、現在のとこ
ろ独占状態を誇っており、サムスンとLGの争いという構図になってい
る。サムソンは有機ELディスプレイを自社のスマートフォンへ採用す
ることにより事業化に成功しており、LGは77インチ4Kの湾曲型有機
ELテレビを発売開始（2014年9月）するとしている。また、次世代照
明の開発と普及／促進も進めており、有機EL照明の実用化も着実に進
んでいる。

（註 1）フェーズ 
    基礎研究フェーズ    ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  
    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  
    産業化フェーズ     ：量産技術・製品展開力のレベル  
（註 2）現状  
  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 
    ◎：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 
    △：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 
（註 3）トレンド 
    ↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
 

 
（７）引用資料 

 1) 「世界最高発光効率 131 lm/W を達成した白色有機 EL 照明パネルを開発」  
 http://www.konicaminolta.jp/about/release/2014/0304_02_01.html 
 2) 「有機 EL ディスプレイパネルに関する統合新会社（会社名：株式会社 JOLED）設立につ

いて」 http://www.sony.co.jp/SonyInfo/News/Press/201407/14-0731/ 
 3) "Ultra-high mobility transparent organic thin film transistors grown by an off-centre 

spin-coating method", Nature Communications, 5, 3005 (2014).  
 4) "Fully-printed high-performance organic thin-film transistors and circuitry on one-mi-

cron-thick polymer films", Nature Communications, 5, 4147 (2014). 
 5) 「有機薄膜太陽電池モジュールで世界最高効率 9.9％を達成」  
 http://www.toshiba.co.jp/rdc/detail/1407_02.htm 
 6) "Highly efficient organic light-emitting diodes from delayed fluorescence", Nature, 492, 

234 (2013). 
 7) "An ultra-lightweight design for imperceptible plastic electronics", Nature 499, 458 

(2013). 
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３.４.６ MEMS／NEMS 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 
半導体微細加工技術を基盤にし、深掘りエッチング技術に代表される立体加工技術や

接合技術を利用して、マイクロ・ナノ構造を形成し、センシングを行ったり化学反応や

光を制御したりする各種デバイスを実現する総合技術である。LSI との複合化によって

“More than Moore”のためのキーテクノロジーとしても期待されている。 
 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 
［背景、意義］ 

MEMS/NEMS 技術は、半導体微細加工技術に基づいて、ウェハ上に様々な材料で様々

な微細構造（システム）を作り込む技術であり、情報通信機器、自動車、産業機器、医療

機器など幅広く応用先で様々なセンサ・アクチュエータを実現する。微細構造で発現す

る特性を活かし、超小形かつ高性能なデバイスが実現できるだけではなく、それらをウ

ェハ上に一括して大量生産できることが MEMS 技術の特長であり、それゆえに新しい

応用に広く展開・普及して、世の中を変える可能性を有する。 
現在、社会の安全安心やエネルギーの見える化、健康モニタリングなど社会の安定化

にとって重要な課題解決型技術として、センサに自立電源と通信機能を持たせて分散配

置するセンサネットワーク技術が期待されている。このような技術が進展すると、社会

のすみずみでセンサが使われることになるが、そのようなセンサの大部分は大量生産性

に優れる MEMS になると考えられる。また、自動車の自動運転システム、介護用ロボッ

ト、ドローン、バーチャルリアリティシステムなどのイノベーション起すと期待される

機器には、高性能かつ消費者に受け入れられる価格のセンサが求められており、MEMS
に期待が集まっている。 

 
［これまでの取組み］ 

MEMS は成長著しい産業であり、主たる製品はスマートフォン・携帯電話用のマイク

ロフォンと慣性センサ、自動車用の慣性センサや圧力センサ、プロジェクタに用いられ

るマイクロミラーデバイス、インクジェットプリンタヘッド、無線通信用周波数制御デ

バイス（フィルタやクロック共振子）、赤外線センサなどである。その中でマイクロフォ

ンは 2013 年に 24 億個出荷され、20%程度と高い市場成長率を示している。また、高度

な実装技術によって複数のセンサが 1 つのパッケージングに入れられたコンボセンサが

スマートフォンなどに広く普及しており、異要素集積化技術や高度なウェハレベルパッ

ケージング技術によって、さらに高度かつ小形なセンサが実現される方向に研究開発が

進んでいる。 
我が国には、MEMS/NEMS に関する多くの研究資産が蓄積されており、技術的実力は

高いにもかかわらず、産業化のための仕組みの構築は欧米に比べて遅れていた。しかし、

最近では東北大学に見られるように、企業が大学の拠点と研究室を活用して効率良く製

品開発から小規模生産までを行う例が出てきており、これは日本型の産学連携の好例と

言える。 
一方、最近、メインストリームとなっている MEMS、あるいは新規 MEMS の開発と
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実用化は、ほとんど欧米で行われている。欧州では、MEMS 分野の覇者である

STMicroelectronics と Bosch が、大規模研究拠点（IMEC、CEA-LETI Minatec、Fraun-
hofer Institute など）も活用して活発に研究開発に投資している。米国では、本分野を

牽引するのはベンチャー企業で、スマートフォン・タブレット用ジャイロスコープで 2
割のシェア（残り 8 割は STMicroelectronics）を有する InvenSense、小さな補聴器メー

カーから MEMS マイクロフォンのトップ企業となった Knowles などが成功例として挙

げられる（現在、Knowles のマイクロフォンはソニーが受託生産している）。 
アジアでは、台湾が学術分野とファウンドリ産業で成長目覚ましく、一方、韓国は産

学とも停滞ぎみである。中国では、トップレベルの研究機関から世界水準の成果が出始

めており、今後、ファウンドリを中心に産業化も進むと思われる。 
 

［今後必要となる取組み］ 

新技術の産業化では、米国では大学のトップ研究成果をいち早く市場トライアルにつ

なげるベンチャー企業とファウンドリの存在が大きく、また、欧州では大学、公的研究

機関および企業が拠点を形成して密接な連携を可能にするシステムがうまく機能してい

る。このような現状を見るに、今後、我が国にある研究開発拠点を強化し、企業の研究

開発リスクを下げて、実用化へのハードルを下げる役割を大学と公的研究機関が担う必

要性は一層高まっている。たとえば、前述の東北大学のような日本型の産学連携システ

ムをより発展させることが有効であろう。産業技術総合研究所には、TIA、最先端研究開

発支援プログラム（FIRST）、BEANS プロジェクト、グリーンセンサ・ネットワークシ

ステム技術開発プロジェクトなどの資金が集中し、8 インチの MEMS ラインが整備され

ている。一連の設備は、集積マイクロシステム研究センターによって研究開発に利用さ

れる他、マイクロ・ナノ・オープンイノベーションセンター（MNOIC）として外部共用

に供されている。大規模な施設整備が一段落したこれからが重要であり、産業界のニー

ズにあった運営方法の改革を大胆に行うことが期待される。 
 

（３）科学技術的・政策的課題 
日本の企業でも、欧米のベンチャー企業買収や海外研究機関へのまとまった研究開発

委託が増えており、その結果、国内の基礎研究が孤立・空洞化する恐れがある。これを

防ぎ、さらに基礎研究を実用化に繋げるためには、我が国の研究開発拠点の継続的な強

化が欠かせない。一方、MEMS/NEMS の基礎研究では、多様な研究機関の参加も重要で

ある。これは、MEMS/NEMS の応用分野と利用技術が多岐にわたり、多様なアイデアの

試行錯誤が欠かせないからである。このような多様性を担保するためには、研究開発環

境に恵まれない研究室でも自らのアイデアを実証できる環境が必要であり、東北大学の

試作コインランドリやそれを支援する国家プロジェクト（ナノテクノロジープラットフ

ォーム事業）の役割が大きい。この事業を維持・発展させることは、有力拠点の研究開

発力強化とともに重要な政策的課題の 1 つである。 
MEMS/NEMS 分野に限らないが、産業界からの学会や講演会への参加が減少し、学会

への新規加入が伸び悩んでいるという状況がある。特に、MEMS 分野は基礎と応用とが

一体化しており、企業の研究開発の委縮は分野全体に大きな負の影響を及ぼす。電気学
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会・日本機械学会・応用物理学会の連合による MEMS・センサ・マイクロナノ技術に関

するシンポジウムの開催、日本機械学会でのマイクロ・ナノ工学部門の発足などがある

が、こうしたアカデミアセクターの主体的な活動は極めて重要で、産官学がこれに積極

的に参画する必要がある。 
 

（４）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 
年間に出荷されるセンサの数が現在の 100 倍、1 兆個になるような社会を 10 年後に実

現しようという「Trillion Sensors」と呼ばれる動きが米国を発信地として世界に広がり

つつある。米国の産業界が旗振り役となり（代表は Fairchild Semiconductor の Janusz 
Bryzek 氏）、センサの新規応用発掘、センサの研究開発の促進、政府への働きかけ、産

産・産学の連携などがロードマップに沿って進められるという。センサネットワーク、

ビッグデータなどと組み合わせ、大きなイノベーションに繋がりうる技術的動きである。

1 兆個ものセンサは MEMS 技術を駆使しなければ製造不可能であり、MEMS 技術に関

連する動向として注目される。 
MEMS/NEMS に関する技術動向・産業動向としては、次のような事項を押さえておく

必要がある。 
 MEMS マイクロフォンが市場成長し、スマートフォンの機能拡張や音声認識シス

テムの応用拡大によって今後も高い成長が望めること。 
 屋内ナビゲーションの登場で気圧センサがスマートフォンに組み込まれ、センシ

ング機能が 10 軸（加速度 3 軸、回転 3 軸、地磁気 3 軸、圧力）に高度化し、それ

にともない集積化が進むこと。 
 自動車の情報表示がヘッドアップディスプレイ化され、MEMS ミラーデバイスが

使われること。ヘルスモニタリングシステムが普及し、活動量計を中心に MEMS
が使われること。 

 キャリアアグリゲーションやコグニティブ無線などの高度な通信技術が登場し、

また、3.5 GHz 帯が供用され、高度な周波数制御デバイスに MEMS 技術が使われ

ること。 
 

（５）キーワード 
センサ、センサネットワーク、ヘルスモニタリング、マイクロフォン、集積化 
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（６）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ → 

MEMSに関する国際学会などでの日本のプレゼンスは高く、採択率が
1/3程度の高水準の国際学会で日本からの発表数が首位の米国に次い
でいる。主要な大学の基礎研究用研究設備について、我が国が他国に
劣っていることはない。バイオ関連MEMSの研究者が最大多数勢力で
あることは他の国（特にアジア諸国）と同様であるが、米国で活発に
研究されている高性能慣性センサの研究がほとんどないなど、メイン
ストリームに手薄なところがある。

応用研究・
開発 

○ → 

いくつかのプロジェクトによって、実用化を想定した試作品の開発な
どを行える施設としてみた大学や公的研究機関の開発環境は向上し
た。今後、これらの拠点が継続的に強化、活用されれば、実用化に繋が
る成果が出ると期待される。大学や公的研究機関の産学連携力の強化
とともに、拠点の活用に関して企業の意識改革が必要である。

産業化 ○ → 

スマートフォンや携帯電話用のMEMSセンサの世界市場は大きく、成
長を続けているが、我が国のシェアは低い。受託製造分を含むマイク
ロフォンのシェアは大きい。また、インクジェットプリンタヘッド、
自動車用MEMSセンサなどでは実力を維持している。振動ジャイロ、
インクジェットプリンタヘッドなどで用いられるPZT MEMSは我が
国の成功例の1つである。ニッチながら、医療関係のMEMSも実用化例
が出てきた。MEMSファウンドリのビジネスは全体的には低調であり、
ベンチャー企業の育成も進んでいない。

米国 

基礎研究  ◎ → 

MEMSに関する国際学会などでの米国のプレゼンスは、引き続き他国
を寄せ付けない。バイオ関連MEMSが最も多くの研究者の興味を引き
付けているが、その他のセンサ、たとえば、航空宇宙用・軍事用のMEMS
もダブルユースとして広く研究されている。特に、自動運転、ロボッ
ト制御、高精度ナビゲーションなどに利用される高性能慣性センサの
研究は、DARPAプロジェクトとして強力に実施され、圧倒的優位にあ
る。

応用研究・
開発 

◎ → 

大学や公的研究機関の研究成果がベンチャー企業に移管され、実用化
を目指した研究開発が行われるという流れがうまく働いている。公的
施設と民間ファウンドリ（米国内とは限らない）が、そのようなベン
チャー企業を支えている。さらに、大学の共用設備を使って研究開発
の受託サービスを行っているベンチャー企業もある。 

産業化 ◎ → 

ファブレスのベンチャー企業などが、国内外のファウンドリを使って
開発と生産を行うビジネスモデルが定着している。FBARフィルタの
Avago、MEMS慣性センサのMEMSICやInvenSense、MEMSタイミン
グ発振器のSiTime、MEMSマイクロフォンのKnowles、マイクロミラ
ーデバイスのMicro Visionなどが新しいMEMS市場を拓いたが、ベン
チャー企業を中心に成功例が継続的に出ている。新しいデバイスの実
用化は米国発であることが多い。TIやAnalog Devicesといった大手企
業も実力を維持しているが、従来の成功デバイスから撤退する例もあ
る。

欧州 

基礎研究 ○ → 

一見地味だが、堅実でよく考えられた研究開発が多い。欧州では、1人
の教授やリーダーのもとに多くの研究者や技術者がヒエラルキ―を作
って組織されていることが多く、米国のように玉石混合の新しいアイ
デアで次々と論文が出るわけではないので、国際学会などでの論文数
だけで比較すると、基礎研究力を見誤る。 

応用研究・
開発 

◎ → 

大学、公的研究所も上記のように組織されており、目標をはっきりさ
せ、デバイスやシステム、あるいは製造技術を開発するとき、その速
度と完成度は非常に高い。TSVのようにLSIに取り入れるMEMS的技
術、LSI上に集積化するMEMSなど、大規模な研究開発については、組
織力のある欧州の公的研究所が実力を発揮している。 
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 産業化 ◎ ↗ 

スマートフォンや携帯電話に用いられるセンサの最大手は、仏伊合同
のSTMicroelectronicsであり、ドイツのBoschが続く。市場が成長して
いるため、両社のMEMS事業も拡大している。両社とも欧州発の共通
技術を用いており、両社でシェアの7割程度を占める。この技術は大学
と公的研究機関との共同で開発され、Boschが実用化したものである
が、上記の研究開発システムがうまく働いている実例である。MEMS
用製造機器では、Boschの特許に基づきエッチング装置を実用化した
STS（現SPTS）、SussMicrotecなどの技術力のある企業が世界的に活
躍している。

中国 

基礎研究 ○ ↗ 

トップ研究機関を中心に研究水準の向上は目覚ましく、そこだけを見
れば、日欧米と同じ土俵で競争している。中国からのジャーナルや国
際学会への論文投稿量は多い。その半数以上は採択に至らないもので
あり、全体レベルは発展途上であるが、採択の絶対数は多く、また、注
目すべき論文もある。高水準の国際会議が中国で開催されることも多
くなっている。

応用研究・
開発 

△ ↗ 
後発の中国は最初から応用開発志向であり、トップ研究機関の研究水
準の向上、および下記の産業化の動きによって、今後、産業化に繋が
る中国発の成果が出る可能性がある。

産業化 △ ↗ 
MEMSマイクロフォンの工場が中国で操業され、今後も生産量は増え
る。このようなことを足掛かりに、MEMS産業が育つ可能性がある。

韓国 

基礎研究 ○ ↘ 
国際学会などでの論文数を見ると、韓国は米国、日本、欧州に続く位
置にいたが、最近は台湾や中国に追いつかれ、抜かれつつある。韓国
国内で、この分野への政府投資が細っていると思われる。

応用研究・
開発 

△ → 

国家の集中的な投資によって、実用化開発に利用できる大規模な研究
施設が整備されているが、産業化に繋がった顕著な成功例は聞かない。
サムソンをはじめとする巨大企業は、MEMSを大量に利用しているも
のの、外部調達すればよい部品の1つと捉えており、韓国内での産学連
携に影を落とす。

産業化 △ → 

MEMSに関して独自技術が実用化された例は目立たない。市場規模が
大きくなり、さらなる発展が予想されるスマートフォン用等のMEMS
には、大手企業が子会社を通じて興味を示すが、技術蓄積がなく、独
自開発は難しい。ただし、今後、海外の技術を導入して、産業化とビジ
ネスで成功する可能性はある。

（註 1）フェーズ 
    基礎研究フェーズ    ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  
    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  
    産業化フェーズ     ：量産技術・製品展開力のレベル  
（註 2）現状  
  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 
    ◎：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 
    △：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 
（註 3）トレンド 
    ↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.４.７ 異種機能三次元集積チップ 

（１）研究開発領域の簡潔な説明 
異なる機能を持つエレクトロニクス回路を効果的に集積し、集積回路チップの高機能

化・小型化・低消費電力化を実現し、エレクトロニクス機器への適用を目指す領域であ

る。三次元的な集積を可能にするウェハの薄膜化、高信頼のウェハボンディング（接合）、

熱設計などの要素レベルの研究開発課題や、低電圧ロジック、メモリ、イメージセンサ、

シリコンフォトニクスなどの異なる機能を持つエレクトロニクス回路を三次元集積して

特性向上の確認を行うなど原理実証、システムレベルの研究開発課題がある。 
 

（２）研究開発領域の詳細な説明と国内外の動向 
［背景と意義］ 

家電製品の一層の低消費電力化、スマートフォン、タブレットなど誰もが使いやすい

情報端末、安全性と省燃費を両立する自動車など、半導体集積回路の機能性と情報処理

能力向上に対する要望はますます強くなっており、増え続ける用途に対応した多品種の

集積回路（LSI）を適切に社会に供給していく技術の開発が今後の課題のひとつである。

これまでは、ゲート長縮小に代表される 2 次元的なスケーリングによりトランジスタの

微細化、高速化、低消費電力化を実現し、LSI の高集積化・高機能化を進めてきた。しか

し、最近になって微細加工技術の困難さが増大し、トランジスタの性能向上の物理的限

界が見え始めてきている。これに対し、III-V 族半導体や Ge などの新材料チャネル、三

次元構造トランジスタ、ナノワイヤトランジスタなど新構造導入により性能向上を図る

等価的な 2 次元スケーリングとともに、異なる機能をもつ半導体あるいは異種材料でで

きた複数のチップを複合して一つのチップ状に加工する異種機能三次元集積回路技術が

注目されている。 
異種機能・異種材料を有する複数のチップを積層する三次元集積化において、例えば、

メモリとロジックを積層できれば、チップ面積が縮小するだけでなく、メモリ／ロジッ

ク間の通信速度を劇的に上げることが可能となり、低消費電力と高速性の両方が実現す

る。また、高周波の通信機能やイメージセンサ、加速度センサなどの異なる機能を積層

することによって、チップの小型化、携帯機器の小型化による新たな応用展開も期待で

きる。このように、従来技術の延長では今後の社会要求に応えることが困難と予想され

る中、異種機能三次元集積回路が今後の新しいサービスの原動力になると期待される。 
 

［これまでの取組み］ 

国内では、三次元集積化の中核要素技術であるシリコンウェハの薄化、シリコンウェ

ハ貫通ビア配線（TSV）、マイクロバンプによる相互接続技術については、技術組合超先

端電子技術開発機構（ASET）で実施した電子 SI プロジェクト（1998 ～2002 年）およ

びドリームチッププロジェクト（2008 ～2012 年）で先駆的な研究が進められ、プロセ

スインテグレーション、ディジタル・アナログ混載技術など、多くの成果を出した。2013
年からは、これらの成果を受けた製品開発が民間企業によって進められている。その他、

九州でのコンソーシアム研究開発事業（2005～2007 年）、民間企業を含むアライアンス

による研究、大学等による研究などが進められ、オリジナリティの高い技術が開発され
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てきた。例えば、東北大学がスーパーチップと称する異種三次元集積のコンセプトを提

案し、CMOS デバイス上に化合物半導体、フォトニックデバイス、スピンデバイスを三

次元集積したチップの試作に成功している。 
日本を追うように米国、欧州、韓国、台湾でプロジェクト研究が行われた。米国では、

IBM や Intel がナノ材料技術、ナノデバイス技術、3D IC 形成技術、LSI 設計技術、シ

ステム設計技術を手掛け、また、ベンチャー企業が積極的に投資を行っている。例えば、

Maxim Integrated 社がウェハレベルでキャパシタやオプティカルセンサを三次元集積

したアナログ向けチップの試作に成功しており、ハイパフォーマンスを実証している。

また、Monolithic 3D Inc がプログラマブルロジックの開発を目的にモノリシック三次元

LSI の開発を目指してしている。欧州の IMEC や LETI などは自分自身で高い CMOS 技

術を持ちながら、光－電子融合分野でも研究を行っており、次を見据えて三次元集積化

に対して精力的に活動している。韓国では、Samsung がメモリのトップメーカーとして

DRAM、NAND フラッシュメモリの積層に取り組んでいる他、Korea Advanced Institute 
of Science and Technology（KAIST）でも TSV 技術開発が進められている。シンガポー

ルでは Institute of Microelectronics（IME）、Nanyang 工科大学でアクティビティが認

められる。台湾では、Taiwan Semiconductor Manufacturing Company（TSMC）と In-
dustrial Technology Research Institute of Taiwan（ITRI）にて TSV に関する技術開発

が進められている他、National Nano Device Laboratories が SRAM とロジック回路の

モノリシック三次元チップの試作に成功している。 
国内外ともにそれぞれに特徴を有する一連の要素技術を確立し、製造装置、デバイス、

材料ともに競争段階に入っていると見られる。それを反映して、国際電子デバイス会議

（IEDM）などの電子デバイス全般を扱う会議での基礎研究の発表は減っている。メモリ

応用では、三次元化の効果の大きな NAND フラッシュメモリについて、Samsung およ

び東芝が三次元 NAND フラッシュメモリの量産開始を 2013 年 8 月に相次いで発表し

た。一方、DRAM は三次元化技術を使って入出力インターフェースを広帯域化（Wide 
I/O、ワイドアイオー）することで大容量化と低電力化を強力に進めることができ、TSV
を利用したワイドアイオーの世界標準規格が JEDEC により 2012 年に定められたが、

従来技術の改良による LPDDR 方式の登場で 1 ビット当たりの転送エネルギーが 1/3 に

下がった（約 15pJ⇒約 5pJ）ことで三次元化は進んでいない。三次元集積回路が普及す

るには、三次元化に伴うコスト増を補償する三次元化による効用を生み出す必要があり、

その方法としては、(1)従来技術では達成できない機能を集積化する、(2)三次元化により

それぞれのチップ面積を縮小しチップの良品率（歩留まり）を向上させ三次元化による

コスト増を補償する、ことなどが考えられる。後者の考え方を行ったのが、Xilinx 社の

FPGA（再構成可能論理集積回路）である。同社は TSV 技術を使ってシリコンの再配線

基板（インターポーザ）を作製し、マイクロバンプによる接続技術を使ってシリコンイ

ンターポーザ上に FPGA チップを複数個集積するという方法（「2.5 次元技術」と呼ばれ

る）を提案した。チップの歩留まりはチップ面積の増大にともない指数関数的に減少す

るため、良品の小さなチップを複数個集積することで、シリコンインターポーザによる

コスト増大（25％程度）を含めてもコスト的な効果がある。 
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［今後必要となる取組み］ 

シリコンの三次元集積化については、基礎技術開発の第一ステージは終わりを迎え、

応用開発のステージに移ったと言える。今後は、化合物半導体とシリコン CMOS、MEMS
とシリコン CMOS などの異種基板・異種機能の集積化が新たな価値を生み出すことが期

待されており、ナノ材料技術、ナノデバイス技術、ウェハの常温接合や新たな封止材、

真空封止法など基礎・基盤的な研究や装置開発も含め新たな技術開発が必要になってく

る。また、3D LSI 設計技術、システム設計技術、さらにそれらの融合分野の科学的知識

を統合する必要がある。そのため、異種基板という大きなプラットフォームの中で、LSI
プロセス関係、光関係、MEMS 関係、回路関係などの人が集まって技術開発を進めるこ

とが必要である。 
新たな産業として期待できる応用領域としては、車載、ウェアラブルデバイス、健康

医療、社会システムなどがあり、各種のセンサを集積したチップが重要になると考えら

れる。今後は、このような応用を念頭の置き、それらに最適な機能の組み合わせを考慮

した技術開発・知の集積、デザイン環境の構築、少量多品種に対応可能な生産技術（可

変量生産技術）の研究開発などを併せて進めることが重要である。 
 

（３）科学技術的・政策的課題 
日本における異種機能三次元集積チップの研究を進める上での課題としては、国内に

最先端の CMOS 加工技術をラインとして有している研究開発用クリーンルームがない

ことや、つくばイノベーションアリーナ（TIA）のコアインフラには、三次元積層を可能

にするプロセス装置が十分整備されていないことがある。欧米の協力で進んでいる

「3DIC Multi-Project Wafer Service」の様な異種機能三次元集積化デバイスの開発を手

助けするファウンドリや CEA-LETI の「Open 3D™ Initiative」にあるような研究機関

の構築が日本でも必要である。産業界はすでに開発が進められている三次元実装の研究

開発成果やその分野における研究開発人材を自社に抱えることなく研究開発拠点に集約

し、大学あるいは研究開発独法等の中立的機関を中核として国際競争に負けない体制を

構築する必要がある 
一方、異種機能三次元集積化チップは、多様な電子機能を創り出すことが可能である。

そこでは、個人の発想が大きな事業に発展することが多いに期待される。大量生産、大

量消費を前提とする事業とは一線を画するため、新事業の創生には極めて有効な立ち位

置を提供していると言え、地方創生にも多いに利用できる可能性がある。そのためには、

大学等に小型の試作ラインを構築し、誰もが利用できる環境を整備することが有効であ

ろう。 
 

（４）注目動向（新たな知見や新技術の創出、大規模プロジェクトの動向など） 
［新たな技術動向］ 

International Electron Device Meeting（IEDM）、VLSI Symposium に代表される電

子デバイス・回路に関する主要国際会議において、三次元集積に関するセッションが設

けられ、カーボンナノチューブ等を用いたチップ間配線技術、光 TSV、チップ間を容量

結合や誘導結合を用いた無線通信方式による三次元集積化技術などが発表されている。
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産業技術総合研究所グリーンナノエレクトロニクスセンター（GNC）がⅢ-Ⅴ族の n 型

MOSFET と Ge の p 型 MOSFET をウェハスケールで三次元に積層した CMOS インバ

ータの実証に成功し、注目を集めている。また、バックエンドプロセス（BEOL）に埋め

込まれるロジックおよびメモリ開発に進展が認められ、超低電圧デバイス技術研究組合

（LEAP）が原子移動スイッチを利用した再構成可能な不揮発プログラマブルロジック

の開発に成功している。 
ウェハボンディング技術、マイクロバンプなどを使って三次元集積をしていくという

三次元貼り付け技術といわれるものが注目されている。シンガポール Nanyang 工科大

学などの研究チームは、TSV を用いることなく、face-to-face の直接メタルボンディング

によって MEMS 上に CMOS 回路の積層を実証している。 
可変量生産を可能にする上で注目されるのが、経済産業省プロジェクトして産総研で

推進しているミニマルファブシステムである。このファブシステムと異種機能三次元集

積チップは相性が良く、従来型のいわゆるメガファブによる生産も取り込んで新たなサ

プライチェーンを創り出すことによって、半導体産業の新たな展開が図れると期待でき

る。 
 

［注目すべきプロジェクト］ 

三次元集積化技術の実用化に向けて、日本の GINTI（Global Integration Initiative）
が進めるチップからウェハまでの三次元集積化技術開発と試作サービスが注目される。

フランスの CEA-LETI やベルギーの IMEC が進めるオープンパートナーシップによる

技術・装置開発の成果も注目される。IMEC では CMORE プラットフォームが整備され、

200mm ウェハの 0.13μm CMOS プロセスを用いて、MEMS やイメージャー、フォト

ニクス集積のサービスを開始している。 
異種機能集積化では今後、光と電子の融合が進むと期待できることから、技術研究組

合光電子融合基盤技術研究所（PETRA）が平成 24 年度より 10 年間の予定で進めている

経済産業省プロジェクト「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」

の成果も注目される。一方、この種の技術の応用として有力なセンサ関連では、Trillion 
Sensor Initiative と呼ばれるセンサ応用をオープンに議論する会議が米国主導で発足し、

活動を活発化している。新たな社会サービスが発掘される可能性があり、注目すべき動

きの一つである。 
 

（５）キーワード 
・三次元集積、異種機能集積、More than Moore、三次元実装、3D chip stack、3D-IC

設計技術 
・ロジック、メモリ、高周波回路、パワーデバイス 
・光電融合、シリコンフォトニクス、MEMS、イメージセンサ 
・シリコン貫通ビア（TSV）、ウェハボンディング、プラズマ表面処理、熱設計 
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（６）国際比較 

国・ 
地域 

フェーズ 現状 
トレ
ンド 

各国の状況、評価の際に参考にした根拠など 

日本 

基礎研究 ◎ → 

異種機能三次元集積チップ製造の基礎技術について日本は高い技術水
準にある。低コスト化をねらって、例えば従来のめっき法に代わり液
体金属の埋込によってTSVを形成する技術や触媒エッチング技術、高
速ウェットエッチング技術などの新しい技術が装置メーカーやベンチ
ャー企業および大学などから相次いで発表されている。集積化技術に
ついては、自己組織化を利用した新しい位置整合技術等の話題性の高
い技術が東北大等から発信されている。MEMS等の部品技術について
は、大学を中心に新型センサ、製造技術に関する先端研究が続けられ
ている。製造技術研究の進展に牽引されるように、三次元回路の設計
技術についても大学を中心に研究が活発化している。スパコンのアー
キテクチャ研究者も三次元集積チップの熱問題などに取り組み始める
など、基礎的研究の裾野は広がっている。 

応用研究・
開発 

○ ↗ 

ドリームチッププロジェクトの技術開発成果を活用した応用デバイス
の開発プロジェクトが開始した(2013年～)。東北のGINTIによるオー
プンな試作検証環境が整い、大口径シリコンウェハを用いての応用開
発が加速されると見込まれる。TSVを使ったインターポーザ技術も民
間企業を中心に開発成果の発表が増えている。ガラス製のインターポ
ーザ技術についても国内ガラスメーカが米国メーカーの積極的な動き
を追随している。 
産総研GNCがIII-V族n型MOSFETとGe p型MOSFETをウェハスケー
ルで三次元に積層したCMOSインバータの実証に成功している他、超
低電圧デバイス技術研究組合（LEAP）がアトムスイッチを利用した再
構成可能な不揮発プログラマブルロジックの開発に成功している。 
高度集積を目指して異種機能集積の協調設計・試作・検証が一体で行
える体制を整備して応用研究を加速する時期にある。しかし、国内に
最先端のCMOS加工技術をラインとして有している研究開発用クリー
ンルームがないことや、つくばイノベーションアリーナ（TIA）のコア
インフラには、三次元積層を可能にするプロセス装置が十分整備され
ていないといった課題がある。

産業化 △ ↗ 
三次元集積チップでは、東芝が2013年夏に三次元NANDフラッシュメ
モリの量産を発表した。異種機能混載技術によるヘルスケア製品を東
芝が上市するなど、三次元集積化を牽引する動きも活発化しつつある。

米国 

基礎研究  ◎ → 

引き続きSEMATECH、IBMを中心に薄化ウェハの三次元集積化に関
して先端的位置を堅持している。例えばIBMは、Controlled Spalling
と呼ぶ独創的なシリコンウェハ薄化技術を発表し、回路層移載に適用
できることをデモしている。大学では、ノースカロライナ州立大、ス
タンフォード大、ジョージア工科大などがそれぞれの得意なところを
活かしながら、設計から信頼性まで実用化を強く意識した研究を進め
ている。 
欧州FP7の下、Compound Semiconductors for 3D integrationプロジ
ェクト、通称COMPOSE3がスタートしている。IBMが主導し、STマ
イクロエレクトロニクス、LETI、グラスゴー大学、Tyndall National 
Instituteなどが参加して、シリコンに代わる新材料を三次元積層する
技術を開発し、製造可能なレベルまで高める取り組みがスタートして
いる。

応用研究・
開発 

◎ → 

IBM社の三次元ロジックや三次元メモリ、XilinxやAltera社の積層型
再構成型ゲートアレイ(FPGA)など、応用デバイスの研究が盛んであ
る。加えて、コーニング社がガラスインターポーザの開発と応用に多
くの資源を投入し始めている。

産業化 ◎ ↗ 

Xilinx社の最新FPGA製品にはTSVを使った2.5次元集積化技術が有効
に使われていること、JEDECのワイドアイオー規格の標準化を受けて
Micron Technology社などがモバイル機器向けメモリ開発に三次元技
術を用いるなど、事業化に関する競争が一段と活発化している。一方
で、Maxim Integrated社がウェハレベルでアナログ向け三次元集積チ
ップの試作に成功している他、Monolithic 3D Incがモノリシック三次
元LSIをディレクションしており、ベンチャー企業の存在感が増してい
る。
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欧州 

基礎研究 ◎ → 
Fraunhofer IZMやIMEC、CEA-LETIを中心として、三次元集積化要
素技術の研究が引き続き活発に行われている。最近では、信頼性に関
わる研究が比重を増してきている。

応用研究・
開発 

◎ → 

IMEC、CEA-LETI では、300ｍｍの三次元集積化技術研究開発ライン
が構築され、試作サービスも含むオープンコンソーシアムで実用化開
発を加速している。IMECでは、CMOREプラットフォームの整備を終
え、200mm 0.13μm CMOSプロセスを用いて、MEMSやイメージャ
ー、フォトニクス集積のサービスを開始している。 

産業化 ○ ↗ 
MEMSセンサなどの競争力の高い製品を保有するST Microが、健康、
医療、自動車、社会システム向けに製品化意欲が旺盛である。

中国 

基礎研究  × → 
北京大学などがTSVに関する研究を行っているが、オリジナルな技術
発信はない。

応用研究・
開発 

× → 目立った情報はない。 

産業化 × → 産業化事例は見えない。 

韓国 

基礎研究  △ ↘ 
KAISTなどでTSV技術の研究を行っているが、オリジナリティの高い
技術発信はない。Samsung社等の民間企業は基礎研究についての情報
発信は最近ではほとんどない。

応用研究・
開発 

○ ↗ 
Samusug、Hynix社等のメモリメーカーに加えて、Amkor Korea社が
TSVを使ったインターポーザ技術、三次元集積化技術の開発に多くの
資源を投入し始めている。

産業化 ○ ↗ 

Samsung社が2013年夏に三次元NANDフラッシュメモリの量産化を
発表したのに続き、 2014年夏にはTSVを使った 64GBのDDR4型
DRAM(速度／電力比が従来の4倍)の量産を発表するなど、メモリに関
する三次元化集積化で他国に先行している。 

台湾 

基礎研究  ○ ↗ 
2008年、ITRI （Industrial Technology Research Institute：工業技
術研究院）が国際的三次元集積化技術のコンソーシアム（Sd-STAC）
を設立し、ウェハレベルの積層技術を進めている。 

応用研究・
開発 

◎ ↗ 

TSMCがチップ・オン・ウェーハ技術を軸に研究開発を進めており、相
次いでTSV技術を発表している。高アスペクト比三次元TSV技術、お
よび極薄インターポーザーを用いた三次元TSV技術を開発した。今後
ますます研究機関やファウンドリ、OSAT（後工程請負）が一体となっ
た開発体制が強化・加速されるものと思われる。National Nano Device 
LaboratoriesがSRAMとロジック回路のモノリシック三次元チップの
試作に成功している。

産業化 ○ ↗ 

TSMC社のTSVを入れたプロセスインテグレーション技術の完成度は
高い（2010年IEDM発表）。また、XilinxやAlteraと共同で、異種機デ
バイスの開発を行なっており、OSATも量産化を目標に開発を進めて
いる。

（註 1）フェーズ 
    基礎研究フェーズ    ：大学・国研などでの基礎研究のレベル  
    応用研究・開発フェーズ ：研究・技術開発（プロトタイプの開発含む）のレベル  
    産業化フェーズ     ：量産技術・製品展開力のレベル  
（註 2）現状  
  ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 
    ◎：他国に比べて顕著な活動・成果が見えている、 ○ ：ある程度の活動・成果が見えている、 
    △：他国に比べて顕著な活動・成果が見えていない、× ：特筆すべき活動・成果が見えていない 
（註 3）トレンド 
    ↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 
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３.５ 基盤科学技術 

応用分野を支えるとともに、それぞれの分野の最先端研究を牽引する「共通基盤技術」

として、先端的な「加工・合成」、「計測・解析」、および「理論・計算科学」がある。 
「加工・合成」については、トップダウン型プロセスの典型である超 LSI 微細加工技

術に対して、ボトムアップ型プロセスの典型として、スループットの視点からは欠かす

ことのできない自己組織化がある。原子・分子から出発して材料やデバイスを逐次積み

上げていくことを想定した場合、生体は自律的かつ階層的に構造形成が進む点で「階層

的自己組織化」が実現されており、このプロセスの理解と応用がボトムアップアプロー

チの究極の目的の一つとなる。新しい材料として、ナノ・マクロの空間を制御した超分

子材料、機能性ゲル、DNA 折り紙などが研究されてきたが、ナノテクノロジーとしてそ

の成果を総体的に見ると、応用への展開は未熟である。自己集合の階層的発展の理論、

非平衡開放系における時間・空間上の散逸構造の解明、平衡論と速度論の使い分け、ゆ

らぎの効果などサイエンスを巻きこんだ基本課題について出口からの位置付けが必須と

なる。 
「計測・解析」については、選択したナノ領域を直接見る電子顕微鏡や SPM に加え、

放射光･X 線、中性子、ミュオン、陽電子などの粒子線ビームが用いられる。放射光は構

造解析や光電子分光、元素分析をはじめとする種々の用途に、中性子は重元素と軽元素

が混在している結晶の解析や中性子の持つスピンを利用した磁気散乱による磁気構造の

同定などに用いられる。ミュオンは磁性秩序や電子状態の測定あるいは元素分析などに、

陽電子は格子欠陥の検出や空孔サイズの測定、あるいは結晶表面の解析などに用いられ

る。今後のナノサイエンスには、これらによる三次元計測、動的・リアルタイム計測、界

面および内部計測などが必須であり、また、プロセスの微視的解明のためには、使用環

境下でのその場計測技術に高いニーズが存在する。例えば、生体の細胞表面や細胞内部

の三次元的観測、触媒や燃料電池の内部反応状態の解明に必要である。他にも高温、ガ

ス環境、電場、磁場、応力などの「環境下」の問題がある。 
「計算科学」も、今後、ナノテクノロジーの基盤的技術として本質的に重要な役割を

果たす。特に目的機能を持つ新材料を創成するために必要となる動的過程のシミュレー

ション技術などには不可欠の武器である。特に、量子力学を考慮した第一原理計算によ

る分子動力学は、原子数が数十万個程度の系を対象にできるようになり、存在感が急激

に増している。今後は、理論モデルと計算を合わせたハイブリッドな方法で現実の複雑

な系を追い込んでいくこと、特に非平衡開放系の現象をどう表現するかが重要な課題と

なる。データベースやインフォマティクスと結合したマクロ複雑系のシミュレーション

による現象解析に向けて、計算科学への期待は益々高まりつつある。 
上記の共通基盤技術群の上位レイヤーとして、ナノテクノロジー・材料全体に関与す

る特有の「設計・制御概念・技術」がある。具体的には、「マテリアルズ・インフォマテ

ィクス」、「元素戦略」、「分子技術」、「空間制御」や「界面制御」、「バイオミメティクス」

等であり、これらはいずれも目的とする機能を実現させるための構造の設計・制御手法

として、サイエンスの新局面を拓くことによって社会・産業に貢献しうる領域である。 
－ マテリアルズ・インフォマティクス：計算科学による特性予測、それを実証するハ

イスループット材料合成と評価、それらのデータを統合管理する材料データベースや機


